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第ⅩⅠ章 試料の採取および現地調査

１．通則

1.1 現地調査の位置付け

第Ⅳ章から第Ⅹ章に示した各種調査目的を達成する上で、現地調査およびその成果は根拠資料

として位置づけられる。

したがって、以下に示す現地調査・とりまとめについて、目的を十分理解したうえで適切に実

施されることが重要となる。

1) 試料の採取（位置、頻度、方法）の判断

2) 調査結果の一部

3) 調査および分析結果の妥当性確認

4) 調査および分析結果のまとめ・評価

解 説

調査実施者は、必要な調査結果を得るために、第Ⅳ章から第Ⅹ章に示した各種調査の目的を十分に

理解した上で、適切な現地調査を実施するものである。

各調査の目的は、本要領の該当箇所を参照するものとする。

● 公共用水域監視のための水質調査･････････････････････････････････････････････第Ⅳ章

● 人と河川の豊かなふれあい確保のための水質調査･･･････････････････････････････第Ⅴ章

● 豊かな生態系を確保するための水質調査･･･････････････････････････････････････第Ⅵ章

● 利用しやすい水質の確保のための水質調査･････････････････････････････････････第Ⅶ章

● 下流域や滞留水域に影響の少ない水質の確保のための水質調査･･･････････････････第Ⅷ章

● 汚濁解析に必要な水質調査･･･････････････････････････････････････････････････第Ⅸ章

● 水環境改善のための事業計画策定・事業実施・事業効果把握のための水質調査･････第Ⅹ章

1.2 現地調査計画

調査実施者は調査目的に対応した現地調査計画を作成する。

調査計画の作成に当たっては、以下の４項目について十分に考慮する。

1) 余裕ある体制および工程

2) 事故防止体制および教育・訓練

3) 連絡体制の確保

4) その他（法律の遵守、周辺地域・環境への配慮等）

解 説

水質・底質調査は、現地での適切な試料採取（採水・採泥 、現地調査（観察および測定）によっ）

て初めて高い精度の調査結果が得られるものであり、事前の調査計画の作成が重要となる。

したがって、調査実施者は各種調査目的を十分に理解した上で、上記の４項目を考慮し、1)調査目

的、2)調査方法、3)調査工程、4)調査実施の判断基準、5)調査体制 を具体的に記述した作業計画を

作成する。

図1.1に試料の採取および現地調査の一般的フローを示す。

ⅩⅠ章
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図1.1 試料の採取および現地調査の一般的フロー

・分析機関への引き渡し
　　・・・　調査方法，現地観測内容，
　　　　　　検体数，保存，梱包，搬送方法などの調査状況説明

調査目的の
明確化

・調査工程の設定　・・・余裕のある調査工程
・調査体制の設定　・・・余裕のある調査体制
・連絡体制の確認　・・・調査実施判断，緊急時連絡等
・関連法の確認

・調査項目，調査地点，調査時期・頻度の設定
・調査手法の設定
　　　　　・・・　調査目的を踏まえた手法の設定

調査手法

・調査実施の判断基準の設定　
　　・・・調査目的を踏まえた現場での判断が行えること。

調査計画の作成

事故防止のための
教育訓練

・公共用水域の水質監視

・利水のための水質調査

・生態系保全のための水質調査

・汚濁状況把握のための水質調査

・事業実施・事業評価のための水質調査

・その他

・作業スケジュール，分担の連絡
・事前作業（機材メンテナンス，梱包など）
・事前連絡（関係機関への連絡）

・調査員，採取機材，試料容器，試薬の準備，測定機器，
　携行品の準備

・作業計画確認
　　・・・目的，調査実施の判断，必要機材，作業人員と分担

準備

分析担当者

・採水量，容器種類など確認
・洗浄済み容器・機材の引き渡し

関係機関

事前連絡

現地調査

天気・水位などの
情報

情報収集

・現地観測　・・・天候・気温・水位・水深・流量など

・現地測定
　　・・・　水温，外観，水色，臭気，透視度
　　・・・　機器測定（ｐＨ，ＤＯなど必要に応じて）

（水質調査）

・採水
・現場処理（DO，金属類，ｱﾙｷﾙﾌｪﾉｰﾙ類）

関係機関
作業中止・
変更の判断

（底質調査）

・採泥，調整

・保存，梱包，搬送

試料分析

・現地測定
　・・・　水温，臭気，外観，色，泥質など
　・・・　機器測定（DO，ｐＨ，ＯＲＰなど）

・実施状況の確認
　　・・・　調査方法，現地観測内容，
　　　　　　検体数，保存，梱包，搬送方法

分析結果
受け取り

・公共用水域監視のための水質調査

・人と河川の豊かなふれあい確保のための

水質調査

・豊かな生態系を確保するための水質調査

・利用しやすい水質の確保のための水質調査

・下流域や滞留水域に影響の少ない水質の

確保のための水質調査

・汚濁解析に必要な水質調査

・水環境改善のための事業計画策定

事業実施・事業効果把握のための水質調査
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以下に、計画作成にあたっての留意事項について示す。

(1) 余裕ある体制および工程

現地調査は、余裕のある現地調査作業工程と作業体制を確保する事によって、現地での調査内容

を充実させるとともに、事故防止、緊急時の適切な対応につながるものである。

余裕のある作業工程●

； 分析に必要な日数を考慮した作業工程の立案

； 現地状況に応じた、調査計画の変更の可能性も考慮した調査工程の立案

余裕のある作業体制●

； 現地調査は、必ず１組２人以上の編成とし、余裕のある体制と緊急時の対応に備える。

； 洪水時調査などの緊急時の対応等に備え、調査予備人員を確保し、計画段階で各調査担当

者が調査目的を十分理解しておくことが重要である。

(2) 事故防止対策および教育訓練

現地調査で発生する事故は、不可抗力の事故もあるが、その多くは注意不足や認識不足が原因と

なる。普段から事故防止に対する教育訓練を実施し、事前に危険を予知し必要な防止対策等を講じ

ることで事故発生の防止に努める。

交通事故の防止●

； 移動時・調査時の車運転においては時間に余裕を持たせ、道路交通法を遵守する。

河川等での事故防止●

〔天候の予見〕

； 急激な天候の変化に十分注意する。

〔船上作業〕

； ４級小型船舶免許者の同乗

； ライフジャケットの着用

； 周辺を航行する船舶の引き波に注意した調査の実施

； 法律上定められた救命器具の常備

； 各ダムの作業基準の遵守

薬品管理の徹底●

； 前処理用の薬品には強酸・アルカリ、毒性の高いものがあり、保管箱への施錠とリスト表

による存在の確認を実施する。

； 万一の事故に対応した応急処置方法を準備する。
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(3) 連絡体制の確保

現地調査では、以下の対応から現場と関係機関との連絡および情報交換が必要となることから、

その体制と方法を明確にしておく。

現地調査状況の報告●

水質事故の連絡とその対応●

； 魚類の斃死、異常な色・臭い、濁り

調査時の事故の連絡とその対応●

； 調査員の負傷、薬品の紛失、採取試料の破損・紛失、第三者への被害

【調査時の事故発生時の連絡体制（例 】）

【水質事故の連絡とその対応（魚類斃死事故 （例 】） ）

 
現    地 

携帯電話 ○○○-○○○○-○○○

現 場 代 理 人
○○ △△ 

 TEL 0000-00-0000 
 携帯電話 000-0000-0000

○○消防本部 
 TEL 119 
○○市△△町 0-0 

TEL 0000-00-0000 

○○病院 
 
○○市△△町 0-0 

TEL 0000-00-0000

○○警察署 
  TEL 110 
○○市△△町 0-0 

TEL 0000-00-0000 

○○労働基準監督署 
 
○○市△△町 0-0 

TEL 0000-00-0000

受注者 
株式会社 ○○ △△ 

TEL 0000-00-0000 
連絡担当 ○○ △△ 
 携帯電話 0000-00-0000 

○○地方整備局 
○○工事事務所 ○○課 
 ○○課長、○○係長 
 ○○技官 
 TEL 0000-00-0000 
 携帯電話 0000-00-0000 

関係者 
○○漁協 
○○市△△町 0-0 

TEL 0000-00-0000

管 理 技 術 者
○○ △△ 

 TEL 0000-00-0000 
 携帯電話 000-0000-0000

被害者宅 
• 調査者 
• 第三者 

 現    地 

携帯電話 ○○○-○○○○-○○○

現 場 代 理 人
○○ △△ 

 TEL 0000-00-0000 
 携帯電話 000-0000-0000 

○○消防本部 
  TEL 119 
○○市△△町 0-0 

TEL 0000-00-0000 

○○警察署 
  TEL 110 
○○市△△町 0-0 

TEL 0000-00-0000 

○○地方整備局 
○○工事事務所 ○○課 
 ○○課長、○○係長 
 ○○技官 
 TEL 0000-00-0000 
 携帯電話 0000-00-0000 

関係者 
○○漁協 
○○市△△町 0-0 

TEL 0000-00-0000
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(4) その他

関係機関への事前連絡●

； 調査対象となる水域の管理担当者（出張所，ダム管理所）や、必要に応じて利水者（水道

事業者，水利組合）や水面利用者（漁協）に対し事前連絡を行う。

； この際、調査地点周辺の状況、主な負荷源等について確認しておくと、現地調査計画の立

案、現地調査結果の解釈などに有効な情報となることがある。

法律の遵守●

； 調査において、車や船を使用する時は関係する法律を遵守する。

周辺への配慮●

； ゴミの持ち帰り

； 騒音の防止

； 民地への無断進入禁止（特に畑地の走行・横断や牧草地等への車進入の禁止）

； 動植物の保護

1.3 調査実施の判断

洪水による著しい濁り、渇水時の水量の減少にともなう水質の変化、改修工事などによる地形

の変化や水質の悪化などの諸要因により、調査の目的に適さない状況が予想される場合は、調査

日を変更する。

解 説

水質調査計画は、一般に年間を通した調査日を予め決定しており、現地調査においては、天候や流

量変化の情報を入手し、調査日や地点の変更を適切に判断することが極めて重要となる。

(1) 降雨量・河川の水位データの入手

降雨量・河川の水位は携帯電話やインターネット（川の防災情報、気象情報など）等により最新

のデータを入手し、調査工程の変更や見直しに活用する。

以下に、携帯電話やインターネットにより簡易に入手が可能なデータについて示す。

表1.1 気象・水象情報例

サイト名 アドレス 内 容

川の防災情報 http://www.river.go.jp/ レーダー雨量(履歴)
（国土交通省） （i-mode）http://i.river.go.jp/ 雨量，水位，水質（テレメータ履歴）

ダム放流情報

tenki.jp http://tenki.jp/ 天気図
（気象協会） レーダー雨量（履歴）

アメダス（降水量，気温など履歴）
週間天気予報

ｉモード （i-mode） 天気予報
「ウェザーニュース」 http://www.wni.co.jp/docomo/ ピンポイント天気
（ｗｎｉ）

(株)海洋気象情報 （i-mode）http://i.otenki.com/ レーダー雨雲分布図
予想天気図
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【降雨量の確認】

【河川水位の確認】

出典：川の防災情報（国土交通省ホームページより）



- 285 -

ⅩⅠ章

(2) 水質変化に応じた調査実施の判断

融雪出水や雨天時出水により河川水が著しく濁るとそれに伴ってＳＳやＢＯＤなどが平常時とは

異なった水質挙動を示す。公共用水域の水質管理を目的とする定期水質調査は洪水等による著しい

濁り等のない平常時に調査することとしており、調査実施者は調査河川での降雨量・気温・水位と

水質の観測データより水質変動特性をあらかじめ把握しておくことにより、調査河川での洪水後の

水質の変動特性（濁り等の低下に要する日数）を踏まえた調査日の延期の判断が必要である。

1) 河川での判断方法

■ダム上流での降雨前後の水位・水質変化の模式図

； 上流にダムが無い地点で調査を行う場合の降雨後の採水では、透視度や水位の変化の確認

により、安定した段階で採水する。

図1.2 ダム上流での降雨前後の水位・水質変化の模式図

■ダム下流での降雨前後の水位・水質変化の模式図

； ダム下流では、ダムでの貯留により、降雨後の放流や、貯水池内の濁り水の放流など、降

雨と対応した水位変化，濁度変化とならないことが有るため、注意が必要である。

図1.3 ダム下流での降雨前後の水位・水質変化の模式図

→ 時間 

水位 

降水量 

透視度

降雨による出水のため透視度低下
目的に適していない。 

透視度，水位共に安定し 
目的に最も適している。 

透視度が概ね安定し、
目的に適している。 

水位が安定 概ね安定 

透視度が安定

 

水位 

ダム放流

降水量 

透視度 

→ 時間 

出水により透視度が低下し、採水に適さない ダム放流量が減り、透視度も安定し、 
採水に適している。
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2) 湖沼での判断方法

湖沼において、降雨後に採水を行う場合は、貯水池内の濁度が高濁度となることがあるため、

流入河川の流量安定後１週間程度を目安に採水を行うものとする。

ただし、ダム事務所などで濁度の鉛直分布を測定している場合に、１週間以前に貯水池の濁度

が清澄化する傾向があるダムでは、濁度が長期化の目安（漁業・観光での許容できる濁度（カオ

リン）は10度以下 ）である10度以下となった場合に測定を行うものとする。＊１

出典：＊１ 貯水池の水質，水資源開発公団試験所，昭和61年5月

図1.4 湖沼での降雨前後の水位・水質変化の模式図

 

→ 時間 

 

降水量

降雨による出水のため濁度上昇 
目的に適していない。 流入量が安定。

濁度が概ね安定 

１週間程度
様子を伺う。

採水の実施時期 

濁度 

流入量
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1.4 調査結果の評価と活用

現地調査結果は、調査目的に対する調査結果の適否、分析値の妥当性の確認において、重要な

情報を有する。さらに、利水に対する適正，親水利用のための適正，生物の生息環境のための適

正などを評価するために活用することができる。

調査目的に応じた活用方法のみならず、その他の目的への活用も配慮して調査項目を設定する

事により、調査結果をより有効に活用していくことが重要である。

また、住民との協働による調査結果も親水利用や生物の生息環境の適正などの評価に必要に応

じて活用することができる。

解 説

(1) 目的に適した調査結果を得るための活用

調査計画者、分析担当者および調査担当者は、現地調査野帳等の記録や現地測定結果を相互に照

らし合わせることにより、調査の目的の適否，分析結果の妥当性について判断する手がかりとして

活用できる。

表1.2 現地調査の実施判断における活用

現場観測項目 活用内容

基本的な 天 候 ・水位流量データの大・小の原因（降雨，工事）確認
状況観察 ・水の濁りの原因（降雨濁水、人為的濁水）の確認

、 、 。・風により 水の混合状況の想定 作業のしやすさについて判断する

水 位 ・水位変動から出水、放流などの状況確認

水 深 ・採水位置の確認

流 量 ・上流の取水，放流影響の確認
・異常な渇水の判断

周囲の観察 ・排水，工事影響などの水質値への影響の確認

水質の 外 観 ・通常の濁りであるかの確認
性状観察 ・油膜の確認

透 視 度 ・通常の濁りであるかの確認（河川）

透 明 度 ・通常の濁りであるかの確認（湖沼）

ｐ Ｈ ・工場排水等による水質異常の判断資料

臭 い ・排水等の流入が無いかの判断資料

表1.3 調査時の現状確認における活用

現場観測項目 活用内容

基本的な 写 真 ・測定地点の確認
状況観察 ・採水実施時の状況確認

・サンプル数の確認
・梱包状況の確認（微量物質など）
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表1.4 分析結果の解釈における活用（河川・湛水域）

現場観測項目 活用内容

基本的な 天 候 ・水位・流量データの大・小の原因（降雨，工事）確認
状況観察 ・水の濁りの原因（降雨濁水、人為的濁水）の確認

・気温，水温データの妥当性について感覚的に判断するための資料
・風により水の混合の可能性について判断する
・光合成条件の判断資料

水 位 ・気温～水温データの関係より、水温データのクロスチェック

水 深 ・Ｈ－Ｑ式により、流量データの確認

流 量 ・採水位置の確認

周囲の観察 ・負荷量の推定

写 真 ・排水，工事影響などの水質値への影響の確認

水質の 水 温 ・水の濁り具合の確認
性状観察 ・採水地点の確認

外 観 ・溶出，分解条件の確認資料
・湛水域における富栄養化現象の原因確認
・湛水域における水温躍層の形成状況の確認

臭 い ・油膜の確認
・濁りと、ＳＳ性物質の妥当性について感覚的に判断するための資料
・排水等の流入が無いかの判断資料臭気
・強度の妥当性について感覚的に判断するための資料

透 視 度 ・濁度，ＳＳ，ＳＳ性物質の分析値のクロスチェック

透明度 湖沼 ・湛水域の有光層の確認（ ）
・濁りの状況確認

水色（湖沼） ・湛水域の富栄養化現象による藻類増殖状況の確認

ｐ Ｈ ・工場排水等による水質異常の判断資料
・光合成の度合いの確認

Ｄ Ｏ ・機器測定とＤＯ分析値のクロスチェック
・溶出・分解条件の確認資料

底質の 泥 温 ・溶出，分解条件の確認資料
性状観察

泥 色 ・混入物の推定のための資料

臭 気 ・分解状況の確認資料

Ｏ Ｒ Ｐ ・溶出条件の確認資料

その他の 採取時野帳 ・分析結果の時刻変動の確認
記録 ・採取時の状況確認

、 、作業手順の ・微量物質の分析において 精度管理における採取機材の妥当性確認
チェック 採取方法の確認、コンタミネーション防止対策の実施状況確認
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(2) その他の目的における活用

、 。 、現地調査結果は 調査目的以外にも以下に示すように幅広く活用する事ができる 調査実施者は

現地でしか感じられない項目について、特に注意して調査・観察を行う。

表1.5 人と河川の豊かなふれあい確保

現場観測項目 活用内容

基本的な 水 深 ・水辺利用者への注意

状況観察 流 速 ・水辺利用者への注意

水質の 水 温 ・水辺利用者への注意

性状観察 外 観 ・親水空間としてのＰＲ

臭 い ・水辺利用者の衛生上の安全管理（水質事故などの判断）

透 視 度 ・親水空間としてのＰＲ

透 明 度 ・親水空間としてのＰＲ

ｐ Ｈ ・水辺利用者の衛生上の安全管理（水質事故などの判断）

表1.6 豊かな生態系の確保における活用

現場観測項目 活用内容

基本的な 水 深 ・魚類の移動への影響確認

状況観察 流 速 ・魚類の生息に適した流速であるか確認

水質の 水 温 ・生物の生息に適した水温であるか確認

性状観察 外 観 ・油膜の確認

ｐ Ｈ ・水質異常の確認

Ｄ Ｏ ・魚類などの生息に適したＤＯであるか確認

底質の 泥 室 ・生物の生息環境に適した粒径であるか確認

性状観察 泥 温 ・溶出，分解条件の確認資料

泥 色 ・混入物の推定のための資料

臭 気 ・分解状況の確認

Ｏ Ｒ Ｐ ・嫌気状態の確認

表1.7 利用しやすい水質の確保における活用

現場観測項目 活用内容

水質の 水 温 ・灌漑用水としての利用への影響

性状観察 外 観 ・利水のための安全管理
・上水処理への影響の把握

臭 い ・利水のための安全管理

ｐ Ｈ ・利水のための安全管理
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(3) 住民との協働による水質調査の活用

住民との協働による水質調査は、基本的に現地で実施し、調査結果は以下に示すように活用する

ことができる。

表1.8 住民との協働による水質調査結果の活用

 現　　　場
観測項目

活用内容

ゴ ミ の 量 現地のゴミの状況から、親水活動上の支障の有無を確認する

透 視 度 水の透明感から、親水活動上の支障の有無を確認する

水 の 色 水のきれいさから、親水活動上の支障の有無を確認する

泡 水のきれいさから、親水活動上の支障の有無を確認する

川 底 の 感 触 礫等のヌルヌル感から、親水活動上の支障の有無を確認する

水 温 水に触れた感覚や、生物の生息状況に関連する基本的項目

水 の 臭 い 水の臭いから、親水活動上の支障の有無を確認する

水生生物の生息 生物そのものの生息状況から、生物の生息環境としての適正を確認する。

簡 易 NH4-N 生物への毒性項目であり、生物の生息環境の適正を確認する。

簡 易 pH NH4-Nの毒性の発現の判断に活用する基本的項目

簡 易 COD 親水活動、生物の生息環境の適正の判断に活用する基本的項目

簡 易 DO
水の臭いの発生や、生物の呼吸に関連する項目であり、親水活動上の支障の有無
や、生物の生息環境としての適正を確認する。
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２．現地記録

2.1 調査位置の状況記録

(1) 調査位置の確認と状況の観察

調査目的に応じて定められた調査地点を１）地図またはランドマーク、２）ＧＰＳ 等によ

り確認する。位置が確認できたら、現地の状況を観察し野帳に記録するとともに、写真やビデ

オなどに記録する。

1) 日時、天気、気温、水位、水深など基本的事項の観測と記録

2) 現地の周辺状況、調査対象の状況の観察と記録

(2) 調査地点・調査日の変更の判断

現地の状況が事前に想定したものと大きく異なる場合は、その状況を正確に記述した上で、

調査地点や調査日の変更を判断する。

1) 出水の影響で増水し濁っている。

2) 渇水で水がほとんど流れていない。

3) 工場からの排水で水が汚染されている。

4) 工事により河道が変化している。 など

その判断は、各調査の目的に応じて、予め判断基準を設け、監督職員が現地の状況を踏まえ

て判断する。

解 説

(1) 調査位置の記録

1) 地図またはランドマークによる確認

・ 調査地点は、原則として距離標，測線により調査地点を特定する。

・ また、橋，堰，流入支川などの調査地点周辺の位置関係を初回調査時に野帳に記録し、次回

以降の調査位置の目印とする。

2) ＧＰＳによる確認

ＧＰＳ（Global Positioning System）は、３個以上のＧＰＳ

人工衛星の電波を受信し、受信者の正確な位置を測定する方法で

ある。近年は携帯タイプの安価な機器が市販されており、測定精

度も数m～数10m程度の精度まで向上し、十分活用できる。

特に、河口域調査など広い空間での採取を行う場合は、初回調

査時に、距離標，測線などを確認したうえで、調査位置の緯度，

経度についても記録しておくと、次回以降の調査で、携帯タイプ

のＧＰＳで速やかに位置確認を行うことができる。

図2.1 携帯用ＧＰＳの例

(2) 周辺環境の記録

調査地点周辺の、排水路，河川状況（上流・下流・周辺状況・水面）などの現地の状況の観察と

野帳への記録を行うとともに、現地写真（必要に応じてビデオ）を撮影し、分析結果の妥当性の確

認や、調査目的との整合性を確認のための重要な資料とする。
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2.2 住民との協働による現地調査

住民との協働による現地調査は、人の感覚による判断や、簡易な測定器を用いた方法とする。

ただし、測定結果は感じ方の個人差がある点や測定ミス等のデータが含まれている可能性がある

ことに留意する必要がある。

下表に各項目の調査方法と注意点を示す。

表2.1 住民との協働による現地調査項目

解 説

（1）測定にあたっての留意点

住民との協働による水質調査は、一般住民を含めて調査を行うため、測定結果に個人差が生じや

すいものと考えられる。

人の感覚による水質測定項目として、ゴミの量、透視度、水の色、泡、川底の感触、水の臭い等

があるが、これらの感じ方は見る人によって異なり、個人の生活上の周辺環境等に影響するものと

考えられる。そのため、感覚に関連する測定項目は、なるべく多くの人による調査結果を集約する

ことが望ましい。

また、簡易水生生物調査やパックテスト等は、測定技術の差が影響するため、測定ミス等のデー

タを調査結果の中でどのようにコントロールしていくかが課題となる。

、 。 、今後はこれらの測定項目の調査方法をマニュアル化し 調査方法の統一を図る必要がある また

調査時にはできる限り、調査に詳しい人員を現地に配置し、住民への調査方法の説明や指導を行う

ことが望ましい。

項目 使用機器等 調査方法と注意点

ゴミの量 目視
川の中と水際のそれぞれについて、ゴミの状況（投棄状況、ゴミの種類）を確認す
る。川の中と水際のゴミの状況について、不快であるか不快でないかを判定す
る。

透視度
透視度計
クリーンメジャーⅡ

採水直後に、素早く直射日光を避けて、複数の人が測定し、平均値をとる。

水の色 目視
採水直後の水をビーカーに入れ、白または黒色の紙を敷き、ビーカーの上から複
数の人が外観表により観察・判定する。

泡 目視 水面の泡の量（多い・やや多い・少ない・ない）を記述する。

川底の感触
ひも付き浮子、ストップウォッチ、
メジャー、洗ビン、ブラシ、メスシリ
ンダー、容器

川の中に入っても危険がない場所があり、水深0.5m未満、流速0.2～0.5m/sの瀬
がある場合に、川の中に裸足（もしくはサンダルや長靴を使用）で入り、河床材料
及び河床の感触を確認する。ヌルヌルしていて不快であるか不快でないかを判定
する。
※流速（浮子を利用）、水深、河床材料、付着物の種類、沈殿量を併せて調査す
る。

水温 デジタル水温計 デジタル水温計による測定を行う。

水の臭い 容器
採水地点より風上における臭気源を確認する。また、採水地点でのにおいの観
測（風下に立った場合、鼻に近づけた場合）を行い、不快な臭いを感じるか、感じ
ないかを判定する。

水生生物の生息
網、バケツ、ひも付き浮子、バッ
ト、ルーペ、ピンセット、白い敷
物、温度計

国土交通省および環境省で実施している水生生物による水質の簡易調査方法
に従い実施する。

簡易測定
・NH4-N

・pH
・COD
・DO

パック式の測定器
ポケット式の水質計
試験紙

測定精度の限界があることから一つの目安であることに留意する。また、試薬の
有効期限や、廃液の処理に注意する。
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表2.2 住民との協働による水質測定にあたっての留意点

（2）各水質項目の測定方法

住民との協働による現地調査における各水質項目の測定方法は、参考図表－13に示すので参考に

されたい。

分類 測定項目 課題 対応、留意事項

感覚による調査
ゴミの量、透視度、水の色、
泡、川底の感触、水の臭い

・感じ方に個人差が
ある

測定技術が関連
する調査

簡易水生生物調査、簡易試験
（NH4-N、COD、pH、DO、PO4等)

・測定ミス等のデー
タのコントロール

・調査方法のマニュアル化
（調査方法の統一）
・住民への調査方法の説明・指導
・多くの人による調査データの集約
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2.3 現地観測

現地では、調査地点の基礎条件を把握するため、各調査の目的に応じて以下に掲げるような項

目の観測を行い採水・採取の記録表に記入する。

以下に留意事項を示す。

・ 現地測定に当たっては、用いる機器の精度に注意し、測定時には必ず機器の校正を行うと

ともに、標準法やより精度の高い室内機器との比較・補正を行う。

、 、 。 、・ 現地測定項目は 分析結果を解析するにあたり 大切な手がかりになるものである また

現地測定はその場でしかできず、やり直しできないので、機器の特性を把握し正確に測定

する。

・ 現地測定作業は試料採取作業と並行して行い、手順よく作業を進める。

表2.3 現地観測項目

出典：水質調査方法（昭和46年９月環水管第30号）

改訂新版「建設省河川砂防技術基準（案）同解説 調査編」

河川水質試験方法（案）1997年版

項目 使用機器等 注意点

天候 目視 天候表により判定する。

直射日光を避け、風通しのよい日陰で測定する。

濡れた温度計は使用しない。

なるべく近くで水平に読む。

水位観測所名も記入。

水深 測鉛 鉛直に下ろす。着底の確認。

「建設省河川砂防技術基準（案）同解説　調査編」に基づ
き、場所に応じた観測を行う。

特に感潮域においては流向および調査時刻を挟む干潮・お
よび満潮の時刻を記録しておく。

ガラス製棒状温度計

サーミスタ温度計

ビーカー

ガラス瓶(無色透明)

におい ガラス容器 採水直後の水の臭いを判定する。

臭気 (共栓付三角フラスコ等) 判定前は、煙草・食事は控える。

複数の人が臭気表により判定する。

透視度 透視度計
採水直後に素早く直射日光を避けて、複数の人が測定し、
平均値をとる。

透明度 透明度板
(主にダム・湖沼・海)船影を利用し、複数の人が測定し、
平均値をとる。

水色 フォーレル・ウーレ標準液 太陽や空の反射光を遮る。

携帯用pH計 測定日当日にpH標準液により予め正確に構成を行う。

比色法 電極を乾燥させない。

比色法の場合は、試料の色や濁りに注意する。

ダム・湖沼・汽水域等、水深毎のＤＯ測定に利用する。

電極を乾燥させない。

ガラス製棒状温度計

サーミスタ温度計

泥色 フォーレル・ウーレ標準液 太陽や空の反射光を遮る。

臭気 ビーカー 採泥直後の泥をビーカーに入れ、臭いを判定する。

ＯＲＰ 投込式ＯＲＰ計 採泥後、掻き混ぜないで、泥にORP計を差し、測定する。

泥温 採泥後、掻き混ぜないで、泥に温度計を差し、測定する。

試料採取
地点の状況

水質

底質

水を汲み上げて測る時は、多量の水ですばやく測定する。

外観
採水直後の水をビーカーに入れ、白または黒色の紙を敷
き、ビーカーの上から複数の人が外観表により観察・判定
する。

pH

流量 流速計

水温

ＤＯ 投込式ＤＯメーター

気温 ガラス製棒状温度計

水位 水位標
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解 説

(1) 基礎的な状況観察

1) 天候

天候は、採水作業時の天候を観察し、下表の天候コード表に従って文字で記入する。●

； 調査後，電子データとして整理する場合はコードも併せて標記する。

参考のため、採水日前日・前々日の天候についても記入する。降雨の場合は、積算雨量につい●

ても記入する。

、 、 、 、晴れとくもりの区別は 空全体を見渡し 雲の部分が９割以上ならくもり ２～８割なら晴れ●

１割以下なら快晴と判定するのが一般的である。

表2.4 天候文字コード

天候 国土交通省コード 備考
快晴 W00

晴 W01
曇 W02

煙霧 W03

砂塵嵐 W04
地吹雪 W05

霧 W06

霧雨 W07
雨 W08

にわか雨 W09

みぞれ W10
雪 W11

にわか雪 W12

あられ W13
雹 W14 ひょう

雷 W15
時々雨 －
時々雪 －
大雨 －
大雪 －

（備考）コードは旧建設省コード

03うす曇り

16一時雨

17一時雪
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2) 気温

気温は、直接水質を示す要素にはならないが、水温の意味をはっきりさせるための重要な測定

項目である。

気温の測定には、測定地点の気候に合った測定範囲を持ち、0.1℃まで判読できる（0.2℃以下●

の目盛を有するもの）棒状温度計を用いる。

； 温度計は水銀とし、検定済または標準温度計などで補正したものを使用する。

； アルコール温度計を用いる場合は、あらかじめ検定付きの温度計で精度の確認を行ってか

ら使用する。

直射日光を避け、地面から１m以上離し、風通しのよい場所で測定する。●

、 、； 観測者は起立し地面から1m以上離した高さで温度計の頭部を持ち 太陽の方角を背にして

温度計に対して直角に観測し、温度が安定したところで 0.1℃まで読む。

図2.2 気温の測定

【注意事項】

・気温測定用の温度計は、水温測定用と兼用しないこと。

； 水温用のもので気温を読むと、温度計に付いた水滴による気化熱のために、大きな誤差

を生ずる場合がある。

・水銀温度計が破損し水銀が地面に落ちた場合は、駒込ピペットで吸引し、予備のDO瓶などに入

れて試験室に持ち帰り、適切な処理を行うこと。
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(2) 流量観測

現在、主に利用されている流量観測法として以下のようなものがある （表2.5参照）。

中でも、河川での現地流量観測法としては、主に可搬式電磁流速計または、プロペラ式流速計を

用いた測定が一般的である。また、湖沼の流動や河口域の潮汐変動における３次元流向・流速分布

の測定にはＡＤＣＰを用いた測定が一般的である。

流量測定の具体的方法については 「建設省河川砂防技術基準（案）同解説 調査編」を参照す、

るものとする。

なお、調査実施者は、使用する流速計について法的な検定義務は無いが、測定精度を維持する上

で年１回の検定を実施すべきである。

表2.5 流量計測法

電磁流速計 プロペラ式流速計 ADCP流向・流速計
図2.3 流速計の種類

名称 測定対象 説明

浮子測法 平均流速
　直線上に一定の区間を定め、浮子をその区間の上流から流し、
その下流までの距離を流下時間で割って流速を求める方法。

回転式流速計測法 点流速

　回転する測定部を流水中に水没し、その回転数から流速を測定
する方法。水車やプロペラを回転部に持つ縦軸型(広井式流速計
等)と円すい型のカップを回転部にもつ横軸型(プライス流速計)
に分類される。

電磁流速計測法 点流速
　水中に電磁式の測定部を持つ流速計で、人工的に発生させ磁界
の中を水が動くときに生じる起電圧から流速を測定する。

　流速プロファイラーは、超音波のドップラー効果を応用するこ
とにより、断面内の三次元流向・流速分布を測定する機器であ
る。

　この測定器を船等に搭載し、移動しながら測定することによっ
て大水面，大水深領域の通過断面内流量を短時間で測定できる。

　また、河床に固定した場合は、流速の時間的変化を測定でき
る。

　超音波の伝播速度が流れの方向では増加し、流れと逆方向には
減少することを利用して、その差を測定して流速を求める。

　送受信装置を測定個所の両岸に設置し、水中に送波して測定す
る。

電波流速計測法 表面流速
　流れの表面に一定角度の方向から電波を発射して、その反射波
の周波数変化から表面流速を測定する。水面ないし水中に非接触
で測定できる。

堰測法 流量
　三角堰や台形堰を舳越流する際の越流水深を測定し、実験等に
より求められた流量公式により流量換算する方法である

（参考資料）建設省河川砂防技術基準（案）同解説　調査編

空中に検出器を支持する
（非接触）

落差利用

流速プロフアイラー
（ＡＤＣＰ）計測法

横断面内流
速分布

水中固定

超音波流速計測法
水平面内
平均流速

開水路電磁流速計測
法

平均流速
　両岸に設置した電極間に生じる起電力が平均流速に比例するこ
とにより流量を算出するシステムである。無入連続観測が可能
で、順流・逆流も測定できる。

分類

トレーサ

流水中に検出
器を支持する

可搬式

船に載せる
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(3) 水の性状観察および測定

水の性状を示す1)水温、2)外観、3)水色、4)臭気、5)透視度、6)透明度 等を観察および測定す

る。

1) 水温

水の性状を示す重要な指標の一つである。河川・湖沼などの水温の分布を知ることで、水の動

きや異なった水（温泉水等）の混入などを推定できる。

また、溶存酸素の飽和量を求めるときに、水温が直接影響するので正確に測定する。

水温の測定には 既往調査結果を踏まえ 測定地点の水温変動に合った測定範囲を持ち 0.1、 、 、●

℃まで判読できる（0.2℃以下の目盛を有するもの）棒状温度計を用いる。

直接測定●

； 温度計を水中に差し込み、温度計に対して、直角に観測し温度が安定したところで 0.1

℃まで読みとる。

採水器により採取した水の測定●

； 採水直後の多量（2L以上）の水をバケツ等に汲み採り、太陽を背にして棒状温度計を深

く差し込み手早く測定する。試料瓶に直接入れて測定してはならない。

； 温度計は、直角に観測し温度が安定したところで 0.1℃まで読みとる。

深い水深の水の測定●

； 水深毎に採水器により採水後、水温を測定する方法は正確さと作業性に欠けるため、投

入式のサーミスタ温度計などを用いて直接測定を行う。

【注意事項】

・検定済または標準温度計などで補正したガラス製棒状温度計を用いる。

・水銀温度計が破損し、水銀が地面に落ちた場合は、駒込ピペットで吸引し、予備のDO瓶など

に入れて試験室に持ち帰り、適切な処理を行うこと。

図2.4 水温の測定
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2) 外観

外観は、採水した水の濁りや色の状況について観察し、野帳に記録する。

【観察項目】

採水地点周辺の地形，河床の状況（泥・礫の大きさなど ，発泡など。）●

水面の油膜，浮遊物，懸濁物などの有無。●

採水した水の色や濃度、濁りの様子を外観コード表（表2.6参照）に従い簡潔に記入する。●

；微かに色が付いているくらいが「淡 、はっきり着色していれば「濃」と判定して、例えば」

「淡褐色濁」などと記す。濁りが少ない場合は「淡褐色微濁」などと記す。

【注意事項】

・岸や船上から見た色では、空や周囲の色の反射した光が混じっているため、ビーカーなどへの

採水直後、ビーカーの後ろに白紙を置いて判定する。

・個人差が出易い項目なので、できるだけ複数の人で、観察・判定を行う。

図2.5 外観の観察

表2.6 外観コード

透 濁 透 濁 透 濁

GA 00 無色透明

GB 10 11 20 21 30 31 赤色

GC 10 11 20 21 30 31 赤紫

GD 10 11 20 21 30 31 赤褐色

GE 10 11 20 21 30 31 橙色

GF 10 11 20 21 30 31 茶色

GG 10 11 20 21 30 31 茶褐色

GH 10 11 20 21 30 31 黄色

GI 10 11 20 21 30 31 黄緑色

GJ 10 11 20 21 30 31 黄褐色

GK 10 11 20 21 30 31 緑色

GL 10 11 20 21 30 31 緑褐色

GM 10 11 20 21 30 31 青色

GN 10 11 20 21 30 31 青緑色

GO 10 11 20 21 30 31 青紫色

GP 10 11 20 21 30 31 紫色

GQ 10 11 20 21 30 31 褐色

GR 10 11 20 21 30 31 白色 乳白色

GS 10 11 20 21 30 31 黄白色

GT 10 11 20 21 30 31 白褐色

GU 10 11 20 21 30 31 灰色

GV 10 11 20 21 30 31 灰茶色

GW 10 11 20 21 30 31 灰黄色

GX 10 11 20 21 30 31 灰緑色

GY 10 11 20 21 30 31 灰青色

GZ 10 11 20 21 30 31 黒色

上２桁

（備考）コード表記例：「淡褐色濁り有り」の場合：ＧＱ１１

　　　　コードは旧建設省コード

下２桁

国土交通省コード

内容 備考
色

淡 濃



- 300 -

ⅩⅠ章

3) 水 色
すいしょく

水色は、主に富栄養化したダム湖などの調査に測定する。

特に富栄養化の進行した水域で、水色から植物プランクトンの大まかな分類（ラン藻類、珪藻

類、緑藻類）が分ることがある。

例えば、ラン藻類が多い時は青緑色、珪藻類が多い時は茶色、緑藻類が多い時は緑色の水色を

呈する。

【測定方法】

水色の測定には、フォーレル（青い色）およびウーレ（黄褐色）の水色標準液を用いて比色す●

る。

； 測定は、フォーレルの水色標準液を箱に入れたまま持ち、水面に写る太陽や空の反射光を

自分の陰で遮り水中を覗き見て、標準液と水の色を比較して一番近い色を探しその番号を

読み「フォーレルの５番」などと記入する。

； 褐色が強ければウーレの水色標準液を使用する。

【注意事項】

・水色標準液は、実際の水の色より色鮮やかになっているので、そのことを考慮して判断する。

・標準液は、製造後半年くらいで色が変わるので早めに交換する。

図2.6 水色標準液



- 301 -

ⅩⅠ章

4) 臭気

臭気は、汚染原因物質の特定に有効な判断材料となることがある。

【測定方法】

臭気の判定は、採水直後の水を臭いのしない栓のできる三角フラスコに200～300mL入れ、容器●

の栓をして振った後に栓を抜いて臭いを嗅ぎ、表2.7の臭気の分類と照らし合わせ強・中・弱

を付けて判定する。

【注意事項】

・水の臭いは、ごく薄いことが多く、判定直前の喫煙や臭いのきつい食事、石鹸やローション、

香水等の香りがないように使用を控える。

・判定の容器は、必ず採水場所の水で2～3回くらいすすいでから使用する。

・外観と同様に、個人差が出易い項目なので、１人あたり２回/地点ぐらいで複数の人が判定を

行う。

表2.7 臭気の分類とコード（旧建設省コード）

図2.7 臭気の判定

コード 臭気の種類 コード 臭気の種類 コード 臭気の種類

0 無臭 40* かび臭 73*
アンモニア

臭
10* 芳香臭 50* 魚介臭 74* し尿臭
11* メロン臭 51* ハマグリ臭 75* 下水臭
12* ニンニク臭 60* 油臭: 80* 薬品臭

13* レモン臭 61* 動物油臭 81*
フエノール

臭
20* 植物臭 62* 肝油臭 82* クロール臭
21* 藻臭 63* 樋物油臭 83* 刺激臭
22* 海藻臭 64* 鉱物油臭 84* 洗剤臭
23* 青草臭 65* タール臭 85* 樟脳臭
24* 木材臭 70* 腐敗臭 91* パルプ臭
30* 土臭 71* 硫化水素臭 92* 硫黄臭
31* 鉱物臭 72* メタン臭

32* 金気臭
　＊には、においの弱・中・強に従って「１・２・３・」を記入する。

　表記例：カビ臭が弱く感じられる場合　４０１
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5) 透視度

透視度とは試料の透き通りの度合いを示すもので、透視度計を用いて測定する。透視度計は、

水層を通して底に置いた標識板の二重線を初めてはっきりと見分けられる水層の高さを測定する

ものである。

透視度は、調査時の水質が通常の濁り具合と比べてどの程度であるかの確認や、分析結果の妥

当性判断にも活用できる重要な現地測定項目である。

したがって、平常時の平均的な透視度が把握できる高さの透視度計を用いるのが望ましい。

【測定方法】

透視度計の高さは、30cm，50cm，1mの３種類があるが、原則1mを用いるものとし、必要に応じ●

て50cmの高さのものを用いて測定する。

採水直後の水を透視度計に満たし、真上から覗き込みながら、下の流出口からピンチコックを●

開き少しずつ水を流し、標識板の十字が二重十字であることが初めてはっきり見極められたと

ころでコックを閉じ、そのときの透視度計に残った水の高さを読みとる。読み取りは、懸濁物

が沈降するまえに速やかに行う。

原則として昼光のもとで、直射日光を避けるため日光を背にして測定する。●

個人差が出易い項目なので、２～３人で測定し、その平均値を記録する。●

単位は水層の高さを「cm」または１cmを「１度」として表し、最大値以上は「＞１００」など●

と記入する。

【注意事項】

・透視度計は、二重十文字のついた底板や、ガラスシリンダ壁をよく洗って用いる。

・夜間の測定は避け、２リットルポリビン等に保存し、明朝になり日光が出てからポリビン中に

沈降した懸濁物をかき混ぜてから測定する。

図2.8 透視度計と読み方

 

 

＜透視度の読み方＞ 
①．標識板の十字がぼんやり見えてきたら少しずつ試料水

を抜き、二重線であることをはっきりと見極めれたとこ
ろでコックを閉じる。 

 

 
 

 
②．水面の高さを読む。 

 

を抜き、二重線であることをはっきりと見極められたとこ

ろでコックを閉じる。

①．標識板の十字がぼんやり見えてきたら少しずつ試料水
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6) 透明度

透明度とは、主にダム湖や湖沼・海での水の透明の程度を、透明度板がちょうど見えなくなる

限界の深さ（単位はm）を用いて表す。直径30cmの白色の平らな円板（透明度板）を用いて測定

する。

【測定方法】

透明度板をワイヤーの先端につなぎ、透明度板の下に１～５kgくらいのおもりを付けたものを●

静かに水中に沈め、見えなくなる深さと、次にこれをゆっくり引き上げて見え始めた深さを、

何度か上げ下げを繰り返して確かめその平均値をとる。

測定は波の静かなときに、船影を利用して太陽や天空の反射のない表面を通して透明度板を見●

る。

個人差が出易い項目なので、２～３人で測定し、その平均値を記録する。●

【注意事項】

・円板の反射能は、透明度の測定に影響を与えるので表面が汚れたら白色のつや消しラッカーで

塗り直す。

図2.9 透明度板（おもりに採水器のメッセンジャーを使用）
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(4) 底質の観察と測定

1) 現地観察とその記録

河川や河口では底泥がたまりやすい場所とたまりにくい場所があり、更に流量や潮汐の変動に

より移動したり、堆積物の性状が変化することがあるため、採泥時には現地の状況を詳しく観察

し、野帳に記録するとともに写真撮影等を行うことが重要である。

採泥の1)日時、2)地点位置、3) 底質の状態（植物，生物などの混入物、粘土，シルト，砂な●

どの別、固い，柔らかいの別、色、臭気、温度など 、4)排水の流入状況、5)水位・水深、6)）

採泥方法（使用した採泥器の種類、大きさ 、について観察し記録する。）

柱状試料の場合は、採取した層の深さを記録する。●

2) 現地測定

現地測定は、分析結果を解析するにあたり極めて重要な情報であり、採泥時には採泥地点の直

上水とともに、その鉛直変化を測定することが望ましい。

採取位置の背景として以下の項目を測定し野帳に記録する。

水温・ＤＯ測定●

；投込み式水温・DO計を用い、底泥表面の直上0.1ｍ～0.5ｍの水温，DOを測定する。

底泥温度測定●

；温度計を採取直後の泥に直接差し込み測定する。

ｐＨ測定●

；pH電極を採取直後の泥に直接差し込み測定する。

臭気判定●

；臭気は短時間で変化するので採取後、直ちに臭いを嗅いで野帳に記入する。なお、判定は河

川水と同様に２人以上で測定する。

外観●

；試料の色や質を観察して、簡単に記入する。

；試料の色は 「褐、黒、灰、茶、緑」等の色と 「濃、淡」を組み合わせて簡潔に表現する。、 、

； 礫、砂、細砂、シルト、粘土 「固い、柔らかい」等に区分する。「 」、

ＯＲＰ（酸化還元電位）測定●

浅い湖沼や堰湛水部など、底泥からの溶出負荷の大きい水域では、ＯＲＰ（酸化還元電位）

を測定することで、底質の好気・嫌気状態を把握することが可能である。

；現地において、ORP計（精度±20mV以内）を用いて、直上水および底質の値を測定する。底

質の測定は、電極を底質に直接差し込んで行う。電極と底質の接触をよくするために試料を

たたいてやることが必要である。
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(5) 現場測定機器を用いた観測

携帯式の機器分析計は、現地の水質状況をその場ですぐ測定できるだけでなく、検出部（センサ

） 、 、ー を長いコードでつなぐことにより 湖沼の鉛直方向や水平方向の水質変化を連続的に測定でき

水質の立体的分布状況を観測できる。また、河川水質の経時変化の連続測定等に有効である。

現地で広く活用されている項目としては、水温、pH、DO、導電率、酸化還元電位(ORP)、濁度、

残留塩素、ｸﾛﾛﾌｨﾙaなどが挙げられる。

現地測定機を使用する場合は、次の４点をきちんと実施することが必要である。

取扱説明書に従い定期的なメンテナンスを実施するとともに、調査実施前には必要な校正を行●

い所用の精度が得られることを確認する。

現地測定用の携帯用計測機器の内、検定制度のある機器（流速計，ｐＨ計）についてはできる●

限り検定を受け、検定証もしくは、そのコピーを携帯すること。

測定に使用した機器とその仕様を現地野帳に記入すること。例えば濁度（散乱光方式、ホルマ●

ジン濁度）

同一サンプルで現地測定と室内測定を行い両者の差異を確認しておくこと。●
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３．採水方法，採泥方法

3.1 調査準備

各種調査の目的を達成すべく作業計画書に基づいた諸準備を行う。その際、チェックシートを

用いた確認を忘れずに実施する。

(1) 調査実施の判断方法

(2) 調査機材等

(3) 作業人員と分担

(4) 事故防止対策

(5) 機材の梱包・運搬

出典：河川水質試験方法（案）1997年版－通則・資料編－建設省河川局監修－

解 説

各種調査の目的を達成すべく現地調査計画書に基づき、以下の諸準備を行う。その際、チェックシ

ートを用いた確認を忘れずに実施する。

調査実施の判断●

調査機材等●

作業人員と分担●

事故防止対策●

機材の梱包・運搬●

(1) 現地調査計画の確認

調査実施判断●

； 調査地点流域の前日，前々日の降雨状況，対象河川の水位状況について「日本気象協会 ，」

「川の防災（国土交通省ホームページ 」等から情報を収集するとともに 「12.1.2 現地） 、

調査計画」に準じて調査目的に応じて立案した計画にもとづき、調査の実施，延期の判断を

行うとともに、関係者との調整を図る。

調査機材の確認●

； 調査地点および調査項目について確認を行い、準備すべき採水機材，試料容器，薬品，現場

測定器具，その他携行品の確認を行う。

； 必要機材については次項「調査機材などの準備」および 「試料の採取」を参照して準備品、

のチェックシートを作成する。

調査の人員確保と分担の確認●

； 作業スケジュールについて確認し、調査計画に合わせた人員配置を行い、無理のない調査計

画とする。また、採水当日に調査員が欠員することも考えられるので、前もって予備人員も

確保しておく。

； 作業の分担を明確にし、時間ロスなくスムーズに調査が進められるようにする。

事故防止対策の確認●

； 1.2 現地調査計画に基づいて立案した「事故防止対策計画」について確認し、必要な準備を

行う。

； 対象水域の管理者等へ、調査スケジュールを事前に連絡する。
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(2) 調査機材などの準備

前項に準じて作成した調査機材のチェックシートにより準備を行う。

1) 採取機材の準備

①採水器

採水器は、採取地点に応じて徒渉による採水，橋上からの採水，水深別採水を行うため、適●

した採水器を用いる。

分析項目に応じて、以下の点に配慮し、適した材質や構造の採水器や、吊り下げ用ロープを●

用いる。

； 溶出（金属、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ、環境ホルモン 等）による分析値への影響

； 吸着（油分、PCB 等）による分析値への影響

； 揮発（VOC、臭気物質 等）による分析値への影響

； 気泡の混入による分析値への影響（DO）

機材の選定の詳細は、参考図表－15を参照すること。●

表3.1 使用する採水器の選定

柄 杓 ポリバケツ

バンドーン採水器 ハイロート採水器 井戸水採水器

図3.1 採水器例

採水方法 分析内容 採水器

油分，PCB，フェノール類，VOC，臭気物質，
ダイオキシン類，環境ホルモン物質など

ステンレス製柄杓

金属類，上記項目以外 ポリエチレン製柄杓

油分，PCB，フェノール類，VOC，臭気物質，
ダイオキシン類，環境ホルモン物質など

ステンレス製バケツ

金属類，上記項目以外 ポリエチレン製バケツ

ハイロート採水器

（ガラス製容器付き）

DO，金属類，VOC，臭気物質，上記項目以外 バンドーン採水器

地下水採水 井戸水採水器

水深別採水
油分，PCB，フェノール類，ダイオキシン類，環
境ホルモン物質など

徒渉による採水

橋上からの採水
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②採泥器

底泥採取および分取には、次の採泥器を用いる。

表3.2 底泥採取に用いる機材

エクマンバージ採泥器 柱状採泥器 バット

図3.2 採泥器例

2) 試料容器の準備

（ （ ） ， ）分析項目および方法により必要検水量 河川水質試験方法 案 通則・資料編 表-Ⅰ.4参照

が定められている。これに、再分析用の余裕を持たせた量が必要採取量となる。

また、分析項目毎に、採取方法，容器の材質，現場処理方法，保存方法が定められており、こ

れらが同じ項目については、同じ容器に採取してよい。

これらを取りまとめると、分析項目によって用いる試料容器は以下の様になる。なお、分析項

目および試験方法に対して、用意した試料容器および容量が妥当であるか、分析担当者に確認す

る。

作業内容 機材

ステンレス製シャベル

エクマンバージ採泥器

柱状採泥器

ステンレス製バット

ステンレス製スコップ

採泥

分取
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表3.3 試料容器と保存方法

容器材質 形状と採水量 内　訳 分　析　項　目 保存方法

一般 BOD・SS等 冷暗所

プランクトン 植物プランクトン 〃
懸濁物の粒度分布 粒度分布 常温可

金属 カドミウム･鉛･水銀等 冷暗所
クロロフィル

フェオフィチン等
シアン シアン 〃

フェノール フェノール 〃
500mL ホウ素 ホウ素 常温

濁度・導電率 濁度・導電率等 冷暗所
TOC TOC 〃

アルカリ度 アルカリ度・酸度等 〃
PCB PCB 常温可
農薬 チウラム・シマジン等 冷暗所

ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝ生成能 トリハロメタン生成能 〃
細口１Ｌ 窒素・リン アンモニウム態窒素等 〃
広口500mL 窒素・リン 総窒素・総リン等 〃
広口５Ｌ 油分 n一ヘキサン抽出物質 常温可
広口200mL 溶解性鉄 溶解性鉄 冷暗所
広口100mL プランクトン 動物プランクトン 〃
200mLテフロン蓋付き VOC 揮発性有機化合物等 〃

大腸菌群数 大腸菌群数・一般細菌 〃
糞便性大腸菌群 糞便性大腸菌群 〃

１Ｌ 臭気 臭気 〃
500mL 〃 カビ臭物質 〃
200mL 〃 悪臭物質 〃
100mLフラン瓶 ＤＯ 溶存酸素 〃
褐色ネジ口３Ｌ×12本×2日 ダイオキシン類 ダイオキシン類 〃
300mL三角フラスコ×２本 環境ホルモン物質 フタル酸エステル類 〃
１Ｌ×３本 〃 ｱﾙｷﾙﾌｪﾉｰﾙ類，ﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙ等 〃

〃 ｱｼﾞﾋﾟﾝ酸ｼﾞ-2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ等 〃
〃 17β-ｴｽﾄﾗｼﾞｵ-ﾙ 〃
〃 オクタクロロスチレン 〃

100mL（密栓できる容器）×２本 〃 ｎ-ブチルベンゼン 〃
底質（環境ホルモン） 環境ホルモン 〃
底質（ダイオキシン） ダイオキシン 〃

底質（一般） 強熱減量、粒度組成、 〃
底質 水銀・アルキル水銀等 〃

底生生物 底生生物 〃
（備考）

・動物プランクトンの採水量はネット曳きの場合の目安とする。

・常温：15～25℃，冷所：4℃（保冷剤としてドライアイスは用いない）

・国土交通省におけるダイオキシン類の調査は、平常時のばらつきも含めた平均的な状態の測定を
　目的とし、２日間採水し、これを混合して分析を行っている。

・形状と採水量は、各内訳に対するもの。

ガラス瓶 広口１Ｌ×１本

ポリ容器 広口１Ｌ

〃

100mL

ガラス瓶

細口２Ｌ

100mL滅菌ビン

１Ｌ×１本

ポリ瓶

２Ｌ

１Ｌ
クロロフィル
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3) 試薬の準備

採水試料は、分析項目に合わせて、薬品を使った現場処理（固定）が必要となる。処理が必要

な項目としては次の項目が挙げられる。分析項目に合わせた薬品と、各薬品専用の駒込ピペット

を準備する。

表3.4 現場処理用薬品

【注意事項】

以上の薬品の取り扱いについて以下の点について十分な注意と、適切な対応が必要である。

・試薬は特級以上のものを使用する。

・密閉性のよい容器に入れて保存すること。

・取り扱いの際には、手や衣服に付かないよう十分注意する。付着した場合は速やかに水で洗

う。

・試薬は、液量不足などに備え予備を携行する。

・試薬滴定用ピペットは試薬別に準備し、浸け間違いの無いように色テープなどにより試薬と

ピペットの対応を明確に区別する。また、破損した場合に備え、予備を携行する。

・現場への持ち込みの際には、盗難、薬品による事故等を避けるため、施錠管理、および薬品

保管箱から離れる場合は、保管箱を運搬車に載せ、運搬車への施錠を行う。また、戻った際

には薬品の有無をリスト表により確認する。

・盗難、薬品による怪我などがあった場合は、1.2 現地調査計画 に記載した連絡体制に従い

連絡し、必要な対応をとる。

左よりDO固定液の１液と２液，ｼｱﾝ固定液の水酸化ﾅﾄﾘｳﾑ
ﾌｪﾉｰﾙ類のﾘﾝ酸と硫酸銅包み（手前）

図3.3 現地処理薬品

項目 薬品名

・１液(硫酸マンガン)透明滴瓶入り

・２液(アルカリ性ヨウ化カリウム－アジ化ナトリウム溶液)褐色滴瓶入り
・硝酸，塩酸，水酸化ナトリウム
・ｐＨ試験紙
・水酸化ナトリウム溶液(4%)滴瓶入り
・ｐＨ試験紙
・リン酸褐色滴瓶入り
・硫酸銅1g入包み
・ｐＨ試験紙
・塩酸
・ｐＨ試験紙

アルキルフェノール類 ・Ｌ－アスコルビン酸
（環境ホルモン物質） 　（１gずつ秤量し、共栓付き試験管入れたもの）

油分（n-ﾍｷｻﾝ抽出物質）

　注）現場処理方法については，参考図表－15に基づき行うこと。

溶存酸素固定液

重金属類固定液

シアン固定液

フエノール類固定液
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4) 現地測定器具の準備

現地測定用の携帯用計測機器は、取扱説明書に従い必要な校正を行い正常に動作することを確●

認するとともに、十分なメンテナンスを施す。

表3.5 現地測定用機器の精度・規格

携帯用ｐＨ計

水質チェッカー 透視度計（100cm）

（水温，ｐＨ，ＤＯ，導電率，濁度の一体型）

図3.4 現地測定様機器の例

品　　名 精度・規格

ガラス製棒状温度計注1.2 ・検定済みまたは検定品で補正済み

サーミスタ温度計 ・測定誤差±0.5℃以下温度範囲－20～50℃または0～50℃

・pH計本体検定品(3年に一回の検定が必要)

・ガラス電極検定品(1年に一回の検定が必要)

・pH標準液の繰り返し精度±0.05以内

透視度計 JISK0102準拠品　直径3cm，高さ100cm（必要に応じて50cm）

透明度板 直径30cmの白色円盤

水色標準液 フォーレル・ウーレ標準液(ガラスアンプル入り)

導電率計 測定精度±10%以内温度補償回路を有するもの

濁度計 測定精度±10%以内

溶存酸素計 測定精度±5%

　　ただし、現場測定機等での測定の場合は必要に応じて検査を実施する。

pH計注3

注）1.水銀温度計が破損し水銀が落ちた場合は、駒込ピペットで吸い取り試験室に持ち帰り適正な処置をとる。

　　2.アルコール温度計は水銀温度計に比べ精度が若干劣る。

　　3.ｐＨ計は、計量器の検定検査規則で検査の対象となっている。
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5) その他携行品の準備

その他の携行品は、各調査担当者の必要に応じて準備するが、基本的な内容として以下の携行

品が挙げられる。

また、ダイオキシン類，環境ホルモンなどの微量有害物質について分析を行う場合には、用い

ることが望ましくない携行品もあるので、参考図表－15に準じて準備を行うものとする。

表3.6 その他携行器具の一覧

(3) 事前作業

現地での作業量を軽減するため、前日までにできる作業を、事前に行う。特に、以下のようなこ

とに注意する。

深度別採水器吊り下げ用ロープに深度目盛を記す。●

； 深度別採水器を降ろす場合、作業効率を上げるため、ロープに１m単位の深度別目盛を付け

ておく。

試料容器には、あらかじめ採水地点等を記入する。●

、 、 。； ただし 揮発性有機物質の試料容器は マジック等揮発性のペン以外の筆記用具で記入する

機材・容器を洗浄する。●

； 洗浄方法によっては分析精度に影響が出る項目もあるので、河川水質試験方法（案）通則・

資料編Ⅴ器具類の洗浄および保管方法に準じて洗浄を行う。また、ダイオキシン・環境ホル

モン物質などの微量有害物質については、分析担当者による精度管理のもとで洗浄を行った

機材・容器を用いる。

； 器材の洗浄はそれぞれの取扱説明書に従い洗浄・メンテナンスを行う。

調査スケジュールの事前連絡。●

； 対象水域の管理担当者へ、調査スケジュールを事前に連絡する。

表3.7 試料容器の洗浄方法

容器の種類別洗浄法 洗浄作業内容

製造過程で使用された薬品や油分、金属類が付着している可能性がある。

約４０～５０℃の温硝酸(1+10)で洗い、更に水で十分洗浄する。

重金属類用試料容器
酸洗いを行うか、洗剤で洗った後温硝酸(1+10)でゆすぎ、十分水洗いをし
て、最後に純水で洗う。

油分・PCB用試料容器 洗浄操作の最後に、ヘキサンでゆすいでおく。

農薬類用試料容器 洗浄操作の最後に、アセトンでゆすいでおく。

ダイオキシン・環境ホル
モン物質用

試料容器

新品の容器

分析担当者による精度管理のもとで洗浄を行った機材・容器を用いる。

区　分 名　　称

通信機器 携帯電話（ｉMODEなどが利用できるもの），ＧＰＳ，モバイルパソコンなど

衣類 ゴム，長靴，胴長，軍手，防寒具，雨具

文房具
採水記録表，野帳，鉛筆，マジックペン(油性)，ペーパータオル，ラベル用
ビニールテープ，地図

各種ドライバー，ラジオペンチ，ニッパー，ハンマー，なた，

カッターナイフ，はさみ

その他
雑巾，救急箱，氷または保冷剤，携帯用傘，巻尺，折尺，バリケード，（双
眼鏡，救命具，ゴムボート）

　（備考）括弧書きは必要に応じて準備

工具類
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(4) 機材の梱包・運搬

計測機器と採水器●

； 現地用計測機器や採水器等は、予備の準備ができないものなので振動・衝撃などで故障や破

損のないよう慎重に取り扱い専用のケースなどに入れるか、専用ケースがない場合は緩衝材

などで包んで収納し運搬する。

温度計●

； 棒状温度計などの細長いガラス器具は、ケースに入れ破損しないようにする。

； 温度計は水温と気温をそれぞれ専用に使う。また、しまうときに入れ替わらないよう注意す

る。濡れた温度計は気化熱を奪われ正確な気温が測定できないため、絶対に気温には使わな

い。

薬品●

； 薬品の入っている滴瓶のキャップはしっかりと締めておく。

； 薬品とピペット等の対応が付くように、明確に仕分けをする。

試料容器●

； ガラス瓶類を試料箱に入れる場合は、転倒したり他の瓶などとぶつかって破損することのな

いように仕切り板やスポンジ・新聞紙などで動かないように固定する。特に、運送会社に運

搬を依頼している採水者は、伝票に"われもの注意"などとはっきりと明記する。

試料箱●

； 試料箱については、アイスボックスなどのような４℃程度で冷暗保存ができるものとする。

器材の積み込みと運搬●

； 現地での作業の手順を考えて整理して積み込む。

； 採水現場などの道路は、舗装道路ばかりではないので、倒れたり荷崩れしないようにバラン

スよくしっかりと積み込む。

； 採水地点の移動時や試験室への試料搬入時の車の運転では、交通ルールを厳守し慎重な運転

を心がける。

試料容器の収納例① 試料容器の収納例②

図3.5 試料容器の収納

3.2 採水方法

(1) 採水量の目安

試験方法，分析方法の組み合わせによっても異なることがあるため、あらかじめ分析担当者へ

、 。 、 、 ， （ ，確認し 必要な採水量を確保する また 試料の性質 試験方法 分析方法に適した容器 材質

形状など）毎、保存方法毎に必要な採水量を集計し、採水容器を選定する。

出典：水質調査方法（昭和46年９月環水管第30号）
河川水質試験方法（案）1997年版 －通則・資料編－，建設省河川局監修
ダイオキシン類に係る底質調査暫定マニュアル（環境庁）
水質、底質モニタリング調査マニュアル（1991年版 環境庁）
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河川・湖沼等におけるダイオキシン類の常時監視マニュアル(案)（平成15年6月 国土交通省

河川局河川環境課）

解 説

試料容器の材質および採水量については 「河川水質試験方法（案）通則・資料編」Ⅶ.1表-Ⅶ.1、

に準ずるものとする。表3.8に、採水量のおおよその目安を示す。

表3.8 採水量のおおよその目安

容器材質 形状と採水量 内　訳 分　析　項　目 保存方法

一般 BOD・SS等 冷暗所

プランクトン 植物プランクトン 〃
懸濁物の粒度分布 粒度分布 常温可

金属 カドミウム･鉛･水銀等 冷暗所
クロロフィル

フェオフィチン等
シアン シアン 〃

フェノール フェノール 〃
500mL ホウ素 ホウ素 常温

濁度・導電率 濁度・導電率等 冷暗所
TOC TOC 〃

アルカリ度 アルカリ度・酸度等 〃
PCB PCB 常温可
農薬 チウラム・シマジン等 冷暗所

トリハロ生成能 トリハロメタン生成能 〃
細口１Ｌ 窒素・リン アンモニウム態窒素等 〃

広口500mL 窒素・リン 総窒素・総リン等 〃
広口５Ｌ 油分 n一ヘキサン抽出物質 常温可

広口200mL 溶解性鉄 溶解性鉄 冷暗所

広口100mL プランクトン 動物プランクトン 〃
200mLテフロン蓋付き VOC 揮発性有機化合物等 〃

大腸菌群 大腸菌群・一般細菌等 〃
糞便性 糞便性大腸菌 〃

１Ｌ 臭気 臭気 〃
500mL 〃 カビ臭物質 〃
200mL 〃 悪臭物質 〃
100mLフラン瓶 ＤＯ 溶存酸素 〃

褐色ネジ口３Ｌ×12本×2日 ダイオキシン類 ダイオキシン類 〃
300mL三角フラスコ×２本 環境ホルモン物質 フタル酸エステル類 〃
１Ｌ×３本 〃 ｱﾙｷﾙﾌｪﾉｰﾙ類，ﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙ等 〃

〃 ｱｼﾞﾋﾟﾝ酸ｼﾞ-2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ等 〃
〃 17β-ｴｽﾄﾗｼﾞｵ-ﾙ 〃
〃 オクタクロロスチレン 〃

100mL（密栓できる容器）×２本 〃 ｎ-ブチルベンゼン 〃
底質（環境ホルモン） 環境ホルモン 〃
底質（ダイオキシン） ダイオキシン 〃

底質（一般） 強熱減量、粒度組成、 〃
底質 水銀・アルキル水銀等 〃

底生生物 底生生物 〃
（備考）

〃

100mL

ガラス瓶

細口２Ｌ

100mL滅菌ビン

１Ｌ×１本

ポリ瓶

２Ｌ

１Ｌ
クロロフィル

ガラス瓶 広口１Ｌ×１本

ポリ容器 広口１Ｌ

・常温：15～25℃，冷所：4℃（保冷剤としてドライアイスは用いない）

・国土交通省におけるダイオキシン類の調査は、平常時のばらつきも含めた平均的な状態の測定を
　目的とし、２日間採水し、これを混合して分析を行っている。

・形状と採水量は、各内訳に対するもの。

・動物プランクトンの採水量はネット曳きの場合の目安とする。
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(2) 採水方法および現場処理

、 。透視度等により 採水地点の状況が調査目的に適した状態であることを確認し採水を開始する

1) 基本的な試料の採水方法

試料の採取は、調査目的に応じた1)時期、2)位置、3)方法により実施する。

2) 特殊試料の採水方法

、 、 、 （ ） ， 、①DO ②金属類 ③細菌試験 ④VOC 揮発性有機化合物 およびカビ臭物質 悪臭物質

⑤油分、⑥ダイオキシン類用、⑦環境ホルモン物質（内分泌攪乱化学物質）等の特殊試料の

採水については、試料容器材質、採水方法、固定方法等について試料に適した方法で採水・

固定する。

ダイオキシン類の採水方法については「河川・湖沼等におけるダイオキシン類常時監視マ

ニュアル(案)」によるものとする。また、環境ホルモン物質については、採水や移動時の二

次汚染による測定値への影響が大きいため、チェックシートによる採水方法の妥当性確認、

トラベルブランクの測定などの厳しい品質管理の下で実施する。

出典：水質調査方法（昭和46年９月環水管第30号）
河川水質試験方法（案）1997年版 －通則・資料編－，建設省河川局監修
外因性内分泌撹乱化学物質調査暫定マニュアル（水質、底質、水生生物 ，環境庁水質保全）
局水質管理課
河川・湖沼等におけるダイオキシン類の常時監視マニュアル(案)（平成15年6月 国土交通省
河川局河川環境課）

解 説

、 ， ， 、 、試料の採取は 試験の目的 試料の性質 周囲の状況等に応じ 採水地点および採水深度を決定し

適切な採水方法を採用するとともに、採水に適した採水器具を用いる。また、必要に応じて現場処理

を施す。

参考図表－15に採水部位の設定，採水方法，現場処理について示すので参考にされたい。
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(3) 保存・運搬

水質の分析は、試料採取後速やかに分析室に運び、直ちに分析に取り掛かることを原則とする

、 、 。 、が 採取後直ちに分析できない場合は 変質しないように適切な前処理を行って運搬する また

運搬中の事故や、試料容器の破損・汚染に注意し、必要な処置を施す。

ダイオキシン類の保存・運搬については「河川・湖沼等におけるダイオキシン類の常時監視マ

ニュアル(案)」によるものとする。また ，環境ホルモン物質など極微量物質の場合には、移動、

時の二次汚染による測定値への影響が大きいため、汚染防止対策のチェックシートによる確認を
行う。

出典：河川水質試験方法（案）1997年版 －通則・資料編－，建設省河川局監修
外因性内分泌撹乱化学物質調査暫定マニュアル（水質、底質、水生生物 ，環境庁水質保全）
局水質管理課
ダイオキシン類に係る水質調査マニュアル（環境庁）
水質、底質モニタリング調査マニュアル（1991年版 環境庁）
河川・湖沼等におけるダイオキシン類の常時監視マニュアル(案)（平成15年6月 国土交通省
河川局河川環境課）

解 説

1) 保存方法と保存期間

採取した試料を放置しておくと、多くの水質成分は変化する。したがって、水質の分析は、試

料採取後、直ちに行うのが望ましく、試料採取から短時間で試験された結果ほど信頼性が高い。

例えばpH、DO、残留塩素、炭酸水素イオン等は、短時間のうちに変化していくので、これらの分

析は、原則として試料採取現場で行う必要がある。しかし、実際には困難な場合が多い。試料採

取後直ちに分析できない場合には 「河川水質試験方法（案）通則・資料編 Ⅶ.１（表-Ⅶ.1 」、 ）

に準じ、採取後直ちに必要な現場処理と保存を行い試料の変質をできるだけ少なくし、保存期間

の目安に基づき速やかに試験室に搬送し分析するものとする。

現場処理、保存方法（運搬中も含む）に関して注意を要する事項を以下に示す。

試料保存の間に起こる試料成分の揮散や、生化学的変化を最小限にするためには、試料を凍●

結させないようにして4℃程度で保存する。低温保全には、氷または蓄冷材を用いる。ドラ

イアイスはその気化ガスが試料に溶解し、pH等に変化を与えるため使用しない方がよい。や

むを得ず使用する場合は、凍結による容器破損等に注意して、瓶に直接触れないように布等

で包んで使用する。

化学薬品等によって現場処理（現場固定）する場合は、試験結果に影響を及ぼさない薬品を●

用いる。また、同じ試験項目でも、試験方法が異なれば現場処理が異なる場合があるので注

意する。

現場処理は絶対的なものではなく、あくまでも水質の変化を遅延させるものであることを認●

識しておく。

試料容器の汚染に注意する。●

； ダイオキシン類，環境ホルモン物質など極微量物質の場合には、空気中や水道水中にも

存在する物質もあり、移動時の二次汚染による測定値への影響が大きいため、合成繊維

などの化学物質を含め汚染物質との区分けや、アルミホイルにより空気中からの汚染か

ら保護する。

； チェックシートによる汚染からの保護方法の妥当性確認など厳しい品質管理の基で注意

して運搬を行う
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表3.9 試料容器・現場処理と保存期間の目安

ｐＨ,ＢＯＤ,アルカリ度,酸度,
アンモニウム態窒素,
亜硝酸態窒素,硝酸態窒素

クロロフィル

フタル酸エステル類 常温

臭気

農薬 早急（24時間以内）

ＶＯＣ

かぴ臭物質

悪臭物質

大腸菌群数,糞便性大腸菌数,
一般細菌

滅菌瓶

ガラス製

フラン瓶

ダイオキシン類 ガラス瓶 無処理

環境ホルモン物質 ガラス瓶
ｱﾙｷﾙﾌｪﾉｰﾙ類の試
料１LにつきL-ｱｽｺ
ﾙﾋﾞﾝ酸１g添加

六価クロム

色度,濁度,導電率,ＯＲＰ,
ＣＯＤ,ＳＳ,蒸発残留物,
有機態窒素,総窒素,ＴＯＣ

シアン,硫化物 NaOHでpH12

溶解性鉄,溶解性マンガン 常温 硝酸でpH２以下

陰イオン界面活性剤,
オルトリン酸態リン

フェノール類

総リン ガラス瓶 冷暗所 無処理 ２日

シリカ ポリ瓶 無処理

試料１Lにつき

塩酸２mL添加

フツ素 ポリ瓶 常温 14日

カルシウム,マグネシウム,総硬度

塩化物イオン,硫酸イオン

ヒ素,セレン,アンチモン 硝酸でpH２以下

重金属類,水銀 硝酸でpH２以下

ホウ素,ナトリウム,カリウム

ＰＣＢ ガラス瓶

油分(n-ヘキサン抽出物質) 広ロガラス瓶 塩酸でpH４以下

（注意）

出典：河川水質試験方法（案）通則・資料編　表Ⅶ.1を参考に編集

分析項目 保存場所 現場処理方法 保存期間の目安
試料容器の

種類

ポリ瓶 冷暗所

無処理
ガラス瓶

冷暗所

ＤＯ 固定液で固定

冷暗所

採取終了後、速やか
に 運 搬 （ ま た は 搬
送）し、直ちに分析
を行う。

無処理

１日

ガラス瓶 冷暗所 無処理

アルキル水銀 ガラス瓶 常温

ポリ瓶
冷暗所

１ヵ月

常温 無処理

７日

　*5　国土交通省では、ダイオキシン類の採水は、２日分の試料を混合し分析を行われている。

　　　このような場合は、それぞれ採取終了後、速やかに運搬（または搬送）し、分析室で保管し２日分の
　　　試料が揃い次第混合後直ちに分析を行う。

ガラス瓶
テフロン蓋付

　*1　採水後試験室に搬入し、分析にかけるまでの保存期間の一応の目安である。

　*2　早急とは、24時間以内を示し、搬入後直ちに分析しなければならない。

　*3　必要検水量は、一応の目安である。

　*4　冷暗所とは、４℃程度の暗所とする。なお、保冷剤としてドライアイスは用いない。

ポリ瓶

冷暗所
無処理
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2) 運搬方法

運搬中の事故や、試料容器の破損・汚染に注意し、適切な処置を施す。

試料は保存処理の有無に関わらず、採取後速やかに運搬し、分析しなければならない。●

； 移動時および試験室への搬入時の運転は、交通ルールを遵守し、慎重な運転を心掛ける。

万が一事故を起こしたりすると、採水分析計画全体が狂う事態となる。

運搬中、試料容器が破損しないよう必要な処置を講じておかなければならない。●

； 特に、ガラス容器を運搬する場合は、運搬容器（クーラーボックス等）にクッション材等

を用いる。

図3.6 試料容器の詰め込み

(4) 精度管理のための野帳・チェックシートの作成による確認

現地調査計画作成時に、調査の目的に応じた野帳を作成し、現場での作業や記録の漏れが無い

よう必要事項がチェックできるように準備する。

解 説

試料の採取において十分な成果が得られるよう、またその精度管理を徹底するため、調査目的

および作業計画に合わせて必要な野帳、チェックシートを作成する。野帳及びチェックシートの様

式を参考図表-16に示すので、参考にされたい。

1) 野帳・チェックシートの作成

必要機材のチェックシート

試料採取野帳および試料リスト

現地観測票

流量観測野帳

2) 野帳・チェックシートへの記帳と確認

試料の採取の実施者は、各段階（容器の準備，試料採取，保存，搬入）において野帳・チェ

ックシートに必要な事項を記帳、確認する。

分析実施者（機関）は試料が搬入されたら、ただちに試料採取野帳および試料リストにより

搬入された試料を確認し、不明な点については試料採取者に確認する。
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４．水質自動監視装置による水質調査

4.1 水質自動監視の設置目的

水質自動監視装置の設置目的には、公共用水域の常時監視および水質事故、事業監視等の個別

の目的に対応した監視がある。公共用水域の常時監視では、短期および長期的観点から連続的に

河川等の水質監視が必要な場合において、水質自動監視装置による水質調査を行うものとする。

個別の目的に対応した監視を行う場合には、目的とそれに対応した水質項目および監視方法に留

意して、水質自動監視装置による水質調査を行うものとする。

解 説

(1) 水質自動監視の留意点

水質自動監視は、機器を設置して、リアルタイムに連続した水質の観測を行い、河川管理者また

は水利用者への水質情報サービスのための監視や観測、ならびに異常水質の早期発見のための監視

等を行う場合をいう。

「水文観測業務規程」には、河川の水質観測の中で水質自動監視装置による観測も河川の水質の

観測のひとつとして定められており、情報の提供等を行っていく必要がある。このため、河川等の

多面的な利用に応じて、必要とされる水質項目や観測の位置等も様々であることから、それぞれの

目的に応じた監視方法を検討する必要がある。また、水質自動監視装置による監視の目的によって

は、正確な値を必要とする場合と、一定の範囲の状況を監視する場合等があり、活用の仕方がそれ

ぞれ異なることから、それぞれの目的に応じた結果が得られるようにしなければならない。

①正確な値を必要とする場合 ・DO、ｐHの水質自動監視装置を公定法として活用する場合

②一定の範囲の状況を監視する場合 ・水質の変動傾向把握（例えば、底層のDOが減少しつつある

か否かの判断のための常時監視）

・一定の範囲内に水質があるか否かの判断（塩分濃度が生物

の生息に適しているか否かの判断のための常時監視）

・基準を超えるか否かの判断（例えば、シアンが流出したか

否かの判断のための常時監視）

③その他 ・閉鎖系水域などにおける水質予測のための流入負荷量算定

に係るデータの充実等

(2) 公共用水域の常時監視

河川管理者として、各河川が有する水質特性について、定期調査では把握が難しい日間変動、週

間変動から季節変動までの短期および長期的観点から把握し、汚濁解析などの基礎データとする場

合に活用できる。対象としては有機物（BOD、COD、TOC等 、栄養塩（T－N、T－P等）等が挙げら）

れる。また、自動監視を継続することにより、季節変動や経年変化を捉えることによって、これま

で不連続となっている定期調査の補完が行えるとともに、河川の水質悪化（あるいは改善）の傾向

を連続的に把握することにより、対策などの施策のために活用する場合に活用できる。特に、流域

内に汚濁源として、工場、下水処理場、生活排水、観光施設排水、畜産排水等があり、さらに下水

道や浄化槽の普及率や工場排水に対する規制の厳しい河川等では、水質の変動が一般に大きく、ま

た、公共用水域の監視の意味からも、水質の自動監視が有効である。

(3) 個別の目的に対応した監視

個別の目的には、豊かな生態系の確保、利用しやすい水質の確保に係る水質事故、汚濁解析およ
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び水環境改善のための事業計画策定・事業実施・事業効果把握等があり、それぞれの目的に応じて

監視項目、機器を選定するとともに、必要とするデータが得られるように監視方法に留意する。

・シジミ等に代表される底生生物は、移動能力が小さいため、水環境の変化に敏感である。河川管

理者にとって生態系の保全は重要な河川管理の一環であり、これらの生物の生育または棲息環境

を保全することが重要であるが、感潮域では、水環境の変化を定期調査で捉えることが困難であ

る場合に活用できる。特に、感潮域や湖沼など密度差が生じるような水域では、下層の水隗が停

滞しやすいことから、DOの低下が著しい場合が多い。この現象は河川流量や潮汐、気象などの影

響によって、比較的短期間に生じる現象であると同時に、DOの一時的な減少でも生物に対しては

甚大な影響が及ぶ。定期的な調査では、短期的な減少を捉えるのが難しく、対応が遅れることか

ら、水質を連続的に把握できる水質自動監視が有効である。

・TOCは有機物総量を把握することが可能であるため、油脂類、有機溶剤、高濃度有機汚濁物など

の事故による流出や不法廃棄などによる異常水質の監視の場合に活用できる。また、浄水場側で

異常水質によるトラブルを防止するために原水の取水口でTOC等の自動監視を行っている場合が

あるが、突発的な水質変化により水道等の利水に重大な影響を与える場合を考慮して、河川でよ

り速く水質変化の状況や原因を把握し、対応策を講じる場合に活用できる。特に、流域内に都市

地域や工業地区などの汚濁排出源が多くある河川や浄水の取水口を各所に持つ河川では、突発的

な水質変動に対して、水質の自動監視が有効である。また、シアンについても水質事故が多いこ

とから、その監視として自動監視が有効である。

・湖沼等の閉鎖性水域において、これまでに富栄養化による水質障害が発生したことがある場合に

は、その発生を感知し、対策を講じるには定期調査では困難であり、状況の常時監視が必要とな

ってくる。このような場合にはクロロフィルａによる自動監視が有効である。

、 、・閉鎖性水域の汚濁状況および閉鎖性水域に通じる河川を流下する汚濁負荷量の把握として COD

TOC、T-N、T-P等の常時監視は有効であり、対策を検討するために自動監視の必要性は高い。ま

た、これらの項目は、富栄養化の予測に必要

、 。となるが 洪水時に調査されることが少ない

しかしながら、滞留時間が長い湖沼では洪水

時の汚濁負荷量が影響を及ぼすことが多いた

め、データの採りづらい、これら洪水時のデ

ータ収集として活用できる。

・事業実施や事業評価のための水質調査におい

て 事前調査では 予測を行う上で 濁度 SS、 、 、 、

等濃度変動が大きい水質項目について、洪水

時など、定期的な調査では実態を把握するこ

とが困難なような場合に活用できる。事業実

施中の調査では、特に河道や河床の掘削等に

伴う濁りの影響が大きいため、濁度による常

時監視により緊急時の対応のためのデータ提

。 （ ） 、供として活用できる 追跡 事後 調査では

事業により河川水質に影響を及ぼす可能性の

ある水質項目（事業により適宜設定）につい

て常時監視を行い、緊急時の対応や効果の連

続的把握のためのデータを提供する場合に活

用できる。 図4.1 水質自動監視装置の設置の手順

これらを踏まえ、水質自動監視装置の設置が必要となった場合の設置手順を図4.1に示す。

リアルタイム監視の必要性と監視目的の整理

監視範囲および監視地点の設定

目的とするデータが適切に得られる
監視地点を決定するための調査

監視位置および監視部位の設定

水質自動監視装置の活用

保守・点検

横断方向および水深方向の設置位置の決定

監視項目の設定・測定精度の確保

監視装置の設置場所の設定

監視頻度、期間の設定
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(4) 機器の選定

機器の選定にあたっては、監視目的および水質項目に対応したものとする。最近では、単独水質

項目の機器では安価で、器材の設置面積もコンパクトなものもあり、選定にあたっては、機器の特

徴や性能比較が重要である。

4.2 監視範囲および監視地点

水質自動監視装置の設置にあたっては、監視の目的とする水環境の状態が同様な監視水域を定

め、監視地点は、監視水域のうち、情報の収集等に適切かつ効果的なその水域を代表する地点を

定めるものとし、既往の文献等の調査または水質（予備）調査により設定する。

解 説

水質自動監視装置は、河川等の水質汚濁が大きな社会問題であった高度経済成長期の昭和42年に豊

川で初めて設置され、馬淵川（昭和45年 、阿武隈川、淀川、木曽川（ともに昭和46年）に順次設置）

された。

その後、昭和45年の第64臨時国会（いわゆる公害国会）での水質汚濁防止法の制定により公共用水

域の常時監視が都道府県知事の責務として位置づけられたのを受け、国も河川管理者としてこれに準

じ、昭和46年に当時の建設省河川局治水課長より、水質汚濁が甚だしい河川への水質自動監視装置の

設置に関し各地方建設局長宛に通達され、これを契機として全国規模で水質自動監視装置の整備が始

まり、現在、90水系で水質自動監視装置が導入されている。

直轄管理の河川等における年度別設置数の推移をみると、昭和47年を境に年度毎に設置数が大きく

伸び、昭和50年、60年代は低調となるものの平成6年、12年、13年には大幅に増加している。また、

閉鎖性水域 ダム･湖沼等 への整備については 設置開始当初より湖沼では導入されており 昭和62（ ） 、 、

年より貯水池に、平成7年よりダムにおいて導入が開始されている。

図4.2 直轄管理河川等における水質自動監視装置の設置数の推移

（出典：平成15年度 水質自動監視装置に関するアンケート(国土交通省 水質連絡会)）
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、 （ ） 、 、また 地域別 北海道開発局及び地方整備局管内別 の整備状況をみると 関東で83地点と突出し

次に近畿（35地点 、東北（26地点）と続き、四国が13地点と最も設置数が少なくなっている。）

図4.3 水質自動監視装置の地域別設置数

（出典：平成15年度 水質自動監視装置に関するアンケート(国土交通省 水質連絡会)）

前述したように、水質自動監視装置は公共用水域の常時監視を目的に設置されたが、水質環境の向

上によりその必要性が薄れた水域もみられるようになってきた。また、水環境改善事業の運用管理等

への適用にもみられるような設置目的の多様化がみられる一方、水質自動監視データの欠測や測定誤

差からデータの有効活用がはかられていない等の課題もあげられている。

したがって、現在設置されている水質自動監視については、監視地点における現状の水質状態を評

価・分析したうえで、監視の目的を明確にしていくことが必要である。また、水質自動監視装置を新

設する場合には、他章で示される調査方法に準じながら、経済性の観点から必要最小限となる設置数

、 、 。で 監視の目的に対して適切かつ効果的な情報を得られるように 監視地点を考えていく必要がある
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4.3 監視位置および監視部位

監視位置・部位は、特異なデータを計測しないように水質の混合が十分な信頼されるデータを

確保できる位置を基本とし、既往の水質調査結果または水質（予備）調査を行い、必要とする水

質の情報が得られるよう配慮する。

解 説

水質自動監視装置を設置するにあたって、水質自動監視装置の監視位置および監視部位における留

意点を以下に示す。

監視地点、横断的な監視位置およ

び採水部位については、他章で規定

している地点、位置および部位で水

質を測定することを原則とする。た

だし、監視地点、位置または部位が

これによりがたい場合には、水質自

動監視装置の採水口（検出部を直接

浸清する装置の場合には測定値の検

出部）直近で採水した試料と上記の

規定により採水した試料の水質を比

較する等により、両者が同質または

相関性があると認められる地点、位

置および部位で監視する（出典：環

水管第24号 平成４年３月18日 。）

この場合においては、既往の水質

調査結果の解析または水質調査を行

い、水質調査地点と監視予定位置と

の水質の関係を解析し、事前に水質

変化の特性を把握しておく必要があ

る。

図4.4 感潮域における横断方向の水質比較（Ｊ川）

特に、感潮域や中州等により流路が分かれるような場合には注意を要する。

図4.4は感潮域における左岸、流心および右岸の同時採水による水質変化を示したものであるが、

導電率では左岸で値が大きく異なる場合がある。

これは、海水の遡上が断面的にみて一様ではないためと考えられ、水質自動監視装置の設置にあた

っては、このような水域の水質、水理特性を調査した上で監視の目的に応じた適切な位置を選定する

ことが必要である。
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4.4 監視項目

水質汚濁防止法に基づく公共用水域の監視では、ｐＨおよびＤＯを監視項目とする。その他、

監視の目的に応じ、水温、導電率、濁度、富栄養化関連項目、健康項目、飲料水関連項目を選定

する。なお、必要とされる水質に対して、必ずしも直接自動監視装置で計測できない項目もある

ため、このような場合には、既往の水質調査結果または水質（予備）調査を行い、相関解析等の

手法によって、換算可能な監視項目を選定する。

解 説

水質自動監視装置による監視項目については、監視の目的に応じて、他章に示される水質項目の中

から選定するものとする。なお、監視の目的によっては、正確な値ではなくとも、水質の変動傾向や

ある範囲内に水質があるか等を判断できればよい場合もあるので、一概に正確な値ではないから監視

項目として利用しないというのではなく、ここで記述した内容も考慮の上、項目の設定を行う。

公定法としては、ｐＨおよびＤＯが定められている。その他は、目的に応じて選定するものとする

が、単独項目の機器では、安価なものも実績を積んできているので、機器の選定に際しては、監視の

目的とともに、性能や設置上の条件等の比較を行い、選定することが望ましい。現在、普及している

装置では、水温、導電率、濁度、ＣＯＤ、Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐ、Chl-a、塩素イオン濃度および水質事故

の多い項目としてシアン、また、有機物質の把握としてＴＯＣ等がある。また、表4.1に監視目的と

水質自動監視が可能な水質項目を示したが、機種、適用範囲等については 「河川・ダム湖沼用水質、

測定機器ガイドブック （ 財）河川環境管理財団 （財）ダム水源地環境整備センター編 技報堂出」（ 、

版）を参照のこと。

なお、水質事故に対しては、個々の物質を監視することは困難であることから、生物モニター等に

よりスクリーン的に監視することも、今後、重要である。
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表4.1 監視目的別の水質自動監視装置による現時点での測定可能項目

水質調査 監視の対象 水質項目
モニタで監視可能な

水質項目
備考

pH ○
DO ○
BOD ○（TOCで補足）
COD ○
SS ○（濁度で換算）
pH ○
DO ○
BOD ○（TOCで補足）
COD ○
SS ○（濁度で換算）
透明度 ○（濁度で換算）
濁度 ○
T-N ○
T-P ○
油膜の有無 ○
pH ○
DO ○
COD ○
BOD ○（TOCで補足）
T-N ○
T-P ○
PO4-P ○
Chl-a ○
濁度 ○
SS ○（濁度で換算）
水温 ○
EC ○
透明度 ○（濁度で換算）

Cl- ○
全シアン ○
六価クロム ○

Cl- ○
過マンガン酸カリウム消費量 ○（COD換算）
フェノール類 ○ におい
pH ○
濁度 ○
濁度 ○
pH ○

Cl- ○
pH ○
COD ○
BOD ○（TOCで補足）
SS ○（濁度で換算）
DO ○
T-N ○
EC ○

Cl- ○
DO ○
COD ○
BOD ○（TOCで補足）
pH ○
SS ○（濁度で換算）
T-N ○
T-P ○
水温 ○
透明度 ○（濁度で換算）
n-ヘキサン抽出物質（油分等） ○
全シアン ○
六価クロム ○
BOD ○（TOCで補足）
COD ○
T-N ○
T-P ○
PO4-P ○
SS ○（濁度で換算）
Chl-a ○ 閉鎖系水域での富栄養化による水質障害の指標
pH ○
DO ○
COD ○
BOD ○（TOCで補足）
T-N ○
T-P ○
PO4-P ○
Chl-a ○
濁度 ○
SS ○（濁度で換算）
水温 ○

Cl- ○
DO ○
油類 ○
全シアン ○
六価クロム ○
フェノール ○
塩酸 ○（pHで把握）
硫酸 ○（pHで把握）
水酸化ナトリウム ○（pHで把握）
TOC ○

生物モニタ △
利根川等で実施。また、装置としても開発されている
（河川等での実績はまだない）。

生活環境基準項目

○公共用水域の監視
○公共用水域の
　監視のための
　水質調査

○人と河川の豊か
　なふれあい確保
　のための水質
　調査

○親水、景観等

生活環境基準項目、景観などの指標

○豊かな生態系
　を確保する
　ための水質調査

○生物の生息
　又は生育環境
　の把握

環境影響評価の標準項目（ダム、堰、湖沼及び放
水路で標準項目は異なる）

○利用しやすい
　水質の確保の
　ための水質調査

○水道

○工水

○農水

○漁業

無機物質・重金属

味覚

○汚濁解析に
　必要な水質調査

○汚濁状況
　（総量規制含む）
　の監視

有機汚濁指標

基礎的性状

工業用水道の供給標準水質項目

農業用水基準項目

水産用水基準項目

○事前調査
　事業実施中の調査
　追跡（事後）調査

○水環境改善の
　ための事業計画
　策定､事業実施､
　事業効果把握の
　ための水質調査

水環境改善のための項目

主な水質事故原因
○水質事故の監視

○水質事故の監視
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4.5 測定精度等の把握

DO、ｐHの水質自動監視装置を公定法として活用する場合には、測定の精度に十分留意する。

これ以外の測定項目の場合にも、定期的に校正を行い、測定値の精度を一定の水準に保つものと

する。

また、採水地点から計測箇所間で水質に変化が生じる場合もあるため、定期的に調査し、水質

変化の状況を把握しておくものとする。

解 説

公共用水域のための監視として、水質自動監視装置による環境基準の測定方法であるガラス電極を

用いたｐＨの計測および隔膜電極を用いたＤＯの計測を行う場合には、環境省の基準に従うものとす

る。

また、水質自動監視装置の活用は、測定精度を確保しなければならないものの他に、水質の変動傾

向を把握することを目的にする場合や、一定の範囲内での水質が維持されているか否かを把握できれ

ば良い場合などがある。これらの場合には、測定精度がある程度劣っていても、相関性を有していれ

ば、有効な活用が可能となる。この場合にも、定期的に校正を行い、採水分析結果との相関性を保持

する必要がある。

(1) 公定法として用いる場合

公定法として用いる場合は、公共用水域のための監視として、水質自動監視装置による環境基準

の測定方法であるガラス電極を用いたｐＨの計測および隔膜電極を用いたＤＯの計測であり、これ

らについては、次の基準に従うものとする （出典：環水管第24号、平成４年３月18日）。

①性能基準

性能基準は、水質自動監視測定装置を新たに設置またはサンプリング装置と水質自動監視測定

機器を一括して更新（以下「新設等」という ）する場合、新設等の後最初の始動時に保持され。

ていなければならない精度の基準とし、ｐＨについては±0.1ｐＨ以内、また、ＤＯについては

±0.3mg/L以内とする。

ただし、性能基準は既設の水質自動監視測定装置には適用しないものとする。

②管理基準

管理基準は、運用中の水質自動監視測定装置について常時保持されていなければならない精度

の基準とし、ｐＨについては±0.1ｐＨ以内、また、ＤＯについては±0.5mg/L以内または誤差率

±10％以内とする。

管理基準を満たしているか否かの確認は、年一回以上、当該水域の汚濁状況等を考慮して必要

と判断する期間ごとに行うこととする。

なお、ＤＯについては、水質自動監視測定装置ごとに当該水域の水質状況等に応じて、±

0.5mg/L以内または誤差率±10％以内のいずれを適用するのかを事前に定めておくものとする。

誤差率は、次式で求める。

誤差率（％）＝（Ⅱ－Ⅰ）／Ⅰ×100

ここに、Ⅰ：従来からの公定法により測定した測定値、Ⅱ：水質自動監視測定装置により測定

した測定値

なお、公共用水域の監視は、一般に流心が定期調査位置であるが、機器の条件で不可能な場合が

ある。このような場合には、図4.5に示すような水質の横断的分布状況の把握および図4.6の管理基

準の判定から、岸辺での設置妥当性を検証した上で、設置を検討する。
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図4.5 水質の横断分布例

図4.6 現地調査結果と測定誤差の関係（Ｋ－８２型ｓ）

(2) 相関性の確認

水質自動監視装置の活用

は （1）のような測定精度、

を確保しなければならない

ものの他に、水質の変動傾

向を把握することを目的に

する場合や、一定の範囲内

での水質が維持されている

か否かを把握できれば良い

場合などがある。

これらの場合には、測定

精度がある程度劣っていて

、 、も 相関性を有していれば

有効な活用が可能となる。

図4.7は、短期間に比較的

水質の変動が大きな例を示

しているが、水質自動監視

装置の値は採水分析値の傾

向を良く示しており、これ

によって水質管理への適応

が可能となっている。

図4.7 採水口付近の河川水質と水質自動監視装置の測定結果の関係（S川）
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(3) 水質変化の確認

濁度等監視項目によっては、採水箇所や送水管から計測箇所の間で、沈降や付着等によって水質

変化が生じる場合があるため、事前に水質変化の有無およびその程度を把握する。確認箇所は、取

水口内と取水口外の水質、取水口から調整槽の水質および調整槽とモニター値で行う。

各水質比較により 「 1）同質の要件を必要とする場合」で、水質変化が生じる場合には、その、（

原因を突き止め、改善を図り、測定結果の保持に努めることが必要であるが、水質の変動傾向を把

握する目的の場合や一定の範囲内での水質が維持されているか否かを把握できれば良い場合などに

は、定期的に調査を行って、水質変化が許容範囲内にあることを確認すればよい。

図4.8 水質変化の確認箇所

4.6 監視装置の設置場所の選定

装置の設置にあたっては、測定機器自体への影響がない場所を選定するとともに、保守、点検

のし易さも配慮する。また、採水部においては、浮遊物等の影響や土砂の堆積等の影響に留意す

る。

解 説

具体的な設置場所に係る留意事項は次のとおりである。

、 、 、 、①周囲に監視所での自動計測に対して有害な影響を与える例えば振動 熱 電磁波・高周波 塵芥

腐食性ガスなどの発生源がないこと。

②採水点から水質自動監視装置設置場所の距離が近く、公道や建築物が介在しないこと。

③水質自動監視装置の運用に必要な電力、水道等が供給できること。

④監視所は常に容易に人員の出入りが可能で必要に応じて物品を搬入・排出できること。

また、採水口の留意事項は次のとおりである。

①表面の浮遊物や低部の沈澱物を吸い込まないように水深方向での位置を選定すること。

②渇水期や増水期など水位の変化に対応できること 例えば 水位の変化が大きいために採水点 採。 、 （

水配管先端あるいは水中ポンプ）を固定しては対応できない場合は、採水点にフロートを付けて

水位に合わせるなどの方法を行うこと。

③土砂の堆積または流出等による河床変動の大きい位置は避けること。

④洪水などにも流出しないような強固な構造とすること。

⑤粗ごみを吸入しないように、採水点を金網で囲うなどすること。

⑥保守点検が容易に行えること。

 

取水口地点（ポンプと同じ位置で採水）

水質自動監視所

水質自動
監視計

水質自動監視所内の地点
（調整槽で採水）

取
自

23.6m

3．調整槽 
とモニター値の比較 

2．取水口から調整槽に至る過程での水質変化 

1．取水口内での水質変化
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4.7 監視頻度および期間

基本的なデータは時間値とし、１時間に１個以上の測定値とするが、監視の目的に応じ、必要

。 、 、な情報が得られように監視頻度を設定するものとする 監視期間は 適切かつ必要な期間として

おおむね１年以上とする。特に、親水利用等、季節によって水質情報が必要な時期、そうでない

時期がある監視目的の場合には、これに配慮した期間設定を行う。

解 説

監視頻度については、原則１時間に１個以上の測定値をとるようにするが、利用しやすい水質の確

保のための監視では、タイムラグの間に影響を及ぼす恐れもあるため、監視地点と利水地点が短い場

合には、測定頻度を密にする必要がある。荒川水系入間川での水質事故の例では、15～30分間隔でシ

アンの流出状況が把握された。

また、電源として太陽光発電等、自然エネルギーを利用する場合も、今後増加することが予想され

るが、機器や条件等の制約によって測定間隔が長くなることもあり、１時間に１個以上の測定値が測

定できないこともある。しかしながら、このような電源等の制限条件がある場合でも、時系列的な値

の監視が目的の場合には、観測頻度は１時間間隔にこだわらず、可能な範囲で測定することにより、

データの有効活用ができる。

監視期間は、監視の目的に応じて設定するものとする。一般には、公共用水域の監視、豊かな生態

系を確保するための監視、利用しやすい水質確保のための監視では連続した期間となるが、汚濁状況

把握のための観測はデータ収集の目的から概ね１年以上、啓発のための観測では、水遊び等、限定さ

れる期間を対象とする場合もある。また、水環境改善のための事業計画策定・事業実施・事業効果の

把握のための監視では、事前調査（計画段階の予測のための調査、アセスメント関係調査）ではデー

タ収集の目的から概ね１年以上、事業実施中の調査（工事の実施に係る調査）で工事期間中および追

跡（事後）調査（事業評価のための調査、影響調査）では、連続した期間の調査とする。
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4.8 監視結果の活用

河川管理者が河川管理のための行動を起こす判断材料として情報を用いる場合においては、デ

ータの持つ幅を定期的に評価することによって、管理情報としての一定の水準を保ち、判断のた

めの情報として活用を図る。

公定法で定められた測定方法により公共用水域における水質汚濁状況監視するために用いる場

合は、環境基準等の評価基準と比較して評価する。

解 説

現在、河川管理者による

定期的な水質調査では、そ

の頻度は毎月１日以上、１

日について１～４回程度採

水することを原則としてい

るが、図4.9に示す水質自動

監視装置の観測結果例にあ

るように、導電率は１日の

間に大きく変化し、濁度も

洪水によって、著しく変化

している。また、ＤＯも昼

夜で変化しており、このよ

うな変化のある水質を月１

回程度の測定で的確に把握

することは難しい。

一方、水質自動監視装置

はリアルタイムに水質を観

測できることが大きな特徴

であり、水質の変化に対し

て、河川管理者の迅速な対

応が可能となってくる。

これまでに、水質自動監

視装置を活用している事例

を表4.2に示す。

公共用水域の監視では、

環境基準の把握のほか、シ

アンや異常水質の早期発見

に活用されている。利用し

やすい水質の確保や事業評

価については、リアルタイ

ムな監視の特徴を生かした

事業の運転管理のための監

視や、水質改善の把握およ

び事業のモニタリングに活

用されている例がある。 図4.9 水質自動監視装置による水質のリアルタイム監視（Ｓ川）
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豊かな生態系の確保では、底生生物の代表であるシジミの生息環境把握のために用いられている。

特にシジミは汽水域に生息し、絶えず水理的にも水質的にも変化が大きい環境に生息し、定期的な水

質調査では、その環境を把握することは不可能であり、水質自動監視装置が有効に活用されている例

と考えられる。

表4.2 監視、事例および監視項目

啓発のための監視では、インターネットや河川広報を通じた水質情報の公開に活用されている。

また、データの利用の仕方はさまざまであるが、公定法として用いる場合のｐＨ、ＤＯは精度を求め

水
温

濁
度

ｐ
H

溶
存
酸
素

導
電
率

C
O
D

C
H
L
a

その他

小川原湖 ○ ○ ○ ○ ○ ○ Cl-

琵琶湖 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ｼｱﾝ、ｱﾝﾓﾆｱ、

T-N、T-P

利根川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ｼｱﾝ、ｱﾝﾓﾆｱ、

T-N、T-P、ﾘﾝ酸

中海 ○ ○ ○ ○ ○ Cl-、T-P

霞ヶ浦 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Cl-、T-N、T-P

北千葉導水事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｼｱﾝ、ｱﾝﾓﾆｱ、ﾘﾝ酸

長良川河口堰関連 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Cl-、T-N、T-P

信濃川 ○ ○ ○ ○ ○

阿武隈川 ○ ○ ○ ○ ○ ｼｱﾝ

十勝川 （不明）

筑後川 ○ ○ ○ ○ ○ ○

中海 ○ ○ ○ ○ ○ Cl-、T-P

宍道湖 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Cl-、T-N、T-P

斐伊川水系大橋川 ○ ○ ○ ○ ○ Cl-

利根川下流部 ○ ○ ○ Cl-

宍道湖 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Cl-、T-N、T-P

利根川河口堰関連 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Cl-、T-N、T-P

北千葉導水事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｼｱﾝ、ｱﾝﾓﾆｱ、ﾘﾝ酸

阿武隈川 ○ ○ ○ ○ ○ ｼｱﾝ

筑後川 ○ ○ ○ ○ ○ ○

渡良瀬遊水池 ○ ○ ○ ○ ○ ○

荒川調節池 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｱﾝﾓﾆｱ

那珂川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 塩分、T-N、T-P

長良川河口堰関連 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ Cl-、T-N、T-P

阿武隈川 ○ ○ ○ ○ ○ ｼｱﾝ

荒川第一調節池 ○ ○ ○ ○ ○ ○
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られるが、河川管理者の対応という面では、例えば、図4.9にある濁度が100度を超える判断、ＤＯが

酸欠状態に近づく２㎎/Lを下回りそうか否かの判断など、一定の範囲の中での監視としての活用も考

えられる。

湖沼等の閉鎖性水域における水質予測では、流入負荷量について、水質調査が限られることから、

図4.10に示すように流量の関数として求める場合が多い。水質自動監視装置により得られるデータと

測定時における流量を観測することにより、データの充実が図られ、精度の高い関係式を得ることが

でき、閉鎖性水域における水質予測精度等の向上が可能になる。

図4.10 負荷量と流量の関係図の例

また、連続的なデータを長期間取ることにより、そのデータを直接流入負荷量条件とすることも可

能になる 特に 洪水時の採水には 困難がともなうことも多く 水質自動監視装置を用いれば図4.11。 、 、 、

に示す様に、通常時から洪水時にわたり、連続したデータの収集が可能となる。

図4.11 水質（ＴＯＣ）の時系列変化の例（Ｔ観測所）

湖沼内の水質変化は、躍層形成期、成層期、対流混合期など、年間の大きな変化のほか、洪水にと

もなう短期的な変化がある。特に、この短期的な変化では、濁水の長期化、栄養塩の大量流入による
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、 。 、富栄養化現象の出現など 湖沼および下流河川の水質に大きな影響を及ぼす場合がある 汽水湖では

塩分躍層の存在によって、溶存酸素量の減少など、生物に影響を及ぼしている場合もある。

、 、 、これらの湖沼での水質変化現象は 短期的に大きく変化するものであり この変化を捉えるために

水質自動監視装置が活用できる。さらに、流入河川と連動してデータを取ることで、汚濁解析および

対策の選定などに活用できる。

4.9 保守点検

水質自動監視装置の設置にあたっては、予め観測精度保持のために適切な保守点検方法および

点検計画を定めるものとする。

解 説

保守点検については、点検表を作成し、装置の維持管理に努めるとともに、採水分析結果について

定期的なチェックを行い、測定結果の整合性を図るものとする。

機器の保守・点検は、データの精度を確保する上で重要な事項であると考えられる。アンケートの

結果では、水質自動監視装置の稼働率は90％を超えているが、図4.12のように、セルに濁質が付着し

た結果、正しい値を測定できない事態が生じている例もある。このように定期的なチェックが不十分

な場合には、データが活用できないため、機器の特性を把握し、データが活用できるように保守・点

検に努める必要がある。

図4.12 モニター値とメンテナンス日の関係（Ｔ川）

機器自体の問題としては、セル不良、ゴムパッキン劣化、ポンプへのエアー混入、電磁弁不良、ヒ

ーター断線、土砂による目詰まりおよび渇水による取水障害等がある。また、機器自体の保守・点検

の他、監視項目によっては値の校正が必要な機器もある。これらについては、選定された機器の仕様

に従う必要があり、その頻度によっては、河川等における水質自動監視装置として必ずしも適当でな

い機器もあるため、機器の設定にあたっては、この点も十分に留意する必要がある。

採水口から、測定値の検出部の間では、採水口内での水の滞留やゴミ等の集積、送水管内での汚れ

、 。 、の付着が水質に変化を及ぼす場合があることから 定期的な点検・清掃を実施する必要がある なお

保守・点検のチェックについて、その例を参考図表－17に示す。

また、COD、シアン、油分、フェノール、六価クロム、アンモニア、全窒素、全リン、リン酸、Ｔ

ＯＣなどの測定では試薬を必要とする機器もあり、これらの機器を採用する場合には、廃棄物の処理

及び清掃に関する法律に従い、その廃液の回収、保存および処理（廃液処理業者への依頼など）を適

切に行わなければならない。特に、装置外で一定期間保存するような場合には、外部に漏れないこと

など、細心の注意を払う必要があり、点検時に確認を行う。なお、廃液の回収、保存が必要な機器に

ついては 「河川・ダム湖用 水質測定機器ガイドブック （ 財）河川環境管理財団 （財）ダム水源、 」（ 、

地環境整備センター編 技報堂出版）などを参考とする。

0

50

100

150

200

濁
度

（
度
）

モニター値

メンテナンス日

8/1 9/1 10/1 11/17/1


